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１．資源評価の結果について

目標管理基準値
（Target Reference Point：ＴＲＰ）

≒回復・維持する目標となる資源水準の値

３９,３００トン

限界管理基準値
（Limit Reference Point：ＬＲＰ）

≒下回ってはいけない資源水準の値

８,９６０トン

禁漁水準 １,４４０トン

親魚資源量（２０２０年）・・・１１,０１７トン

案

7%
60%
99%

資源管理例の目標の達成確率

β 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
1 5,250 2,340 2,870 3,340 3,850 4,390 4,860 5,290 5,630 5,930 6,180
0.9 5,250 2,130 2,660 3,140 3,660 4,210 4,700 5,140 5,500 5,820 6,080
0.8 5,250 1,910 2,430 2,910 3,440 3,990 4,480 4,940 5,310 5,650 5,920

仮に、ＴＡＣ管理を行う場合の将来の漁獲量の平均値 単位：トン
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 漁獲量は、1969年の1.1万トンを最大に、1990年の約5,000トンまで減少が続き、それ以降は現在まで5,000～7,000ト
ンの範囲で推移している。2020年は5,816トンであった。

 漁獲圧（Ｆ）は、1986年～2020年の期間を通して最大持続生産量（ＭＳＹ）を実現する漁獲圧（Ｆmsy）を上回り、親魚
量は最大持続生産量を実現する親魚量（ＳＢmsy）を下回った。

 1歳魚以上の資源量は1986年以降多少増減はあるものの概ね２万トン前後で推移したが、2020年はやや減少し
17,540トンとなった。。

≪神戸チャート≫

資源管理の目標例：10年後に、50％以上の確率で目標管理基準値まで親魚資源を回復させること。

例えば。。。



H25-H27 H26-H28 H27-H29 H28-H30 H29-R1 H25-H29 H26-H30 H27-R1
⼤⾂管理分合計 10.5% 10.0% 10.4% 10.4% 8.9% 10.8% 9.9% 9.4%

沖合底びき網 10.5% 10.0% 10.4% 10.4% 8.9% 10.8% 9.9% 9.4%
その他の⼤⾂管理区分 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
知事管理分合計 89.5% 90.0% 89.6% 89.7% 91.1% 89.2% 90.1% 90.6%

⿃取 1.8% 1.7% 1.7% 1.6% 1.7% 1.8% 1.7% 1.6%
島根 5.6% 5.5% 5.5% 6.7% 7.4% 5.5% 6.3% 6.6%

⼭⼝（⽇本海） 4.5% 3.9% 3.4% 3.0% 2.9% 3.9% 3.5% 3.1%
福岡（東シナ海） 27.6% 29.3% 28.4% 28.2% 28.5% 27.7% 28.6% 28.9%

佐賀 2.8% 2.5% 2.3% 2.4% 3.0% 2.6% 2.5% 2.7%
⻑崎 25.4% 26.2% 28.0% 28.1% 28.2% 26.4% 27.2% 27.8%
熊本 12.2% 11.2% 10.5% 10.2% 10.0% 11.4% 10.7% 10.3%

⿅児島 9.7% 9.6% 10.0% 9.6% 9.4% 9.8% 9.6% 9.5%
※ ⽔産庁が現時点で⼊⼿したデータに基づいて暫定的に計算したものであり、今後のデータ⼊⼿や、計算の⾒直しによってシェアが変更とな
る可能性があります。

３か年平均 ５か年平均

※黄色マーカーは全体上位80％に含まれる値

２．関係地域の現状について 〜まとめ〜
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≪分布図≫ ≪参考：漁獲シェア表≫

 鳥取県以西の日本海沿岸および鹿児島県佐多岬以北の九州西岸に分布する。

 主に船びき網（ごち網）、釣り・延縄、小型底びき網、沖合底びき網及び刺網など多種多様に漁獲されている。本
種は栽培対象種となっており、人工種苗放流が1963年から実施されている。



 沖合底びき網漁業において、鳥取県、島根県、山口県で漁獲され、それぞれの地区を基地とする沖合底びき網の
総漁獲量の0.3％～７％、水揚げ金額の0.2％～６％程度を占める。

 ９月～翌１月、３月～５月に漁獲。

 ６月～８月中旬（地区によっては８月末）迄の間禁漁のほか、山口県地区においてマダイの種苗放流を実施。

全体に占めるシェア

数量管理以外の資源管理措置の内容

漁業種類別
漁獲実績

５か年平均

H25-H29 H26-H30 H27-R1

10.8% 9.9% 9.4%

３か年平均

H25-H27 H26-H28 H27-H29 H28-H30 H29-R1

10.5% 10.0% 10.4% 10.4% 8.9%

２．関係地域の現状について 〜沖合底びき網〜

(単位:ｔ)
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（単位:ｔ 農林水産統計より）

※黄色マーカーは全体上位80％に含まれる値

マダイを漁獲する漁業の特徴

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

沖合底びき網 709 589 545 718 681 571 470
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 約７割を刺網。残りは釣り、小型底びき網など。

 周年漁獲されるが、刺網は狙い操業３～７月が盛期。小型底びき網は混獲。

 主に１～３歳魚を漁獲し、近年は２歳魚が約半数を占める。

 漁獲量は比較的安定して推移しているが、単価は長期下落傾向にある。

マダイを漁獲する漁業の特徴（大臣許可漁業を除く）

 漁業者の自主規制により尾叉長13cm以下の小型魚を再放流している。

 予め定めた休漁日を設定している（６～８月の間、週１回相当、合計12回以上）。

 ５月に刺網（三重網）を禁止し、産卵親魚を保護する取組を行っている。

全体に占めるシェア

※黄色マーカーは全体上位80％に含まれる値

数量管理以外の資源管理措置の内容

漁業種類別
漁獲実績

５か年平均

H25-H29 H26-H30 H27-R1

1.8% 1.7% 1.6%

３か年平均

H25-H27 H26-H28 H27-H29 H28-H30 H29-R1

1.8% 1.7% 1.7% 1.6% 1.7%

２．関係地域の現状について 〜⿃取県〜

(単位:ｔ)
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（単位:ｔ 農林水産統計より）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
その他の刺網 80 111 59 59 102 59 81
その他の釣り 13 12 23 20 19 22 17
⼩型底びき網 5 6 3 5 4 7 13
その他の網漁業 2 1 2 1 1 1 1
⼩型定置網 x x x x x 3 3

その他のはえ縄 x - x x 0 x x
中・⼩型まき網 0 0 0 0 0 0 0

船びき網 0 0 0 0 0 0 0
ひき縄釣り 0 0 0 0 0 0 -
その他の漁業 0 0 - 0 0 0 0

0
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140

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
その他の刺網 その他の釣り 小型底びき網 その他の網漁業 小型定置網

※公表データのみ使用（xの内訳は使用していない）
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
中・小型まき網 小型底びき網 その他の釣り その他の刺網 大型定置網
その他のはえ縄 小型定置網 その他の網漁業 船びき網

 小型機船底びき網漁業（14％～26％）、中型まき網漁業（８％～59％）、定置漁業（８％～21％）、釣・延縄漁業（５％
～29％）等多種多様な漁業で漁獲されている。（過去10年間のシェア）

 釣漁業においては専獲されているが、網漁業においては多くが混獲である。

 周年漁獲されるが、定置漁業で春（４～６月）、中型まき網漁業で夏（６～８月）、小型機船底曳網漁業及び釣・延縄
漁業で秋（８～10月）に漁獲が増える傾向がある。

マダイを漁獲する漁業の特徴（大臣許可漁業を除く）

 小型魚保護（全長15cm以下放流）、週１日以上の休漁、種苗放流。

全体に占めるシェア

※黄色マーカーは全体上位80％に含まれる値

数量管理以外の資源管理措置の内容

漁業種類別
漁獲実績

５か年平均

H25-H29 H26-H30 H27-R1

5.5% 6.3% 6.6%

３か年平均

H25-H27 H26-H28 H27-H29 H28-H30 H29-R1

5.6% 5.5% 5.5% 6.7% 7.4%

２．関係地域の現状について 〜島根県〜

(単位:ｔ)
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（単位:ｔ 農林水産統計より）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
中・⼩型まき網 23 89 98 79 112 356 282
⼩型底びき網 80 65 66 67 69 87 81
その他の釣り 66 53 57 57 57 64 33
その他の刺網 40 58 35 31 39 38 20
⼤型定置網 46 62 53 x x x x

その他のはえ縄 18 23 17 20 17 10 8
⼩型定置網 x x x x x 9 9

その他の網漁業 1 0 1 1 0 0 0
船びき網 0 0 0 0 0 1 0

その他の漁業 0 0 0 0 0 0 0
ひき縄釣り 0 - 0 0 - - -

※公表データのみ使用（xの内訳は使用していない）
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
小型底びき網 その他の刺網 その他の釣り 船びき網 大型定置網
その他のはえ縄 中・小型まき網 小型定置網 その他の網漁業 その他の漁業

 約４割が小型底びき網、約４割がその他の刺網とその他の釣りと船びき網で漁獲される。

 主な漁獲の時期は、小型底びき網では８～11月、刺網では10～12月、釣りでは２～５月である。

 山口県日本海側のマダイ漁獲量は減少傾向にあり、日本海西部・東シナ海系群推定資源量の変動傾向と異なって
いる。

マダイを漁獲する漁業の特徴（大臣許可漁業を除く）

小型底びき網は山口県資源管理指針に基づき、小型魚の保護（全長15cm以下再放流）、年間約3万尾種苗放流実施。

小型底びき網は資源管理計画に基づき、年間土曜日35日（小型１種は30日）以上休漁（公的制限を除く）を実施。

全体に占めるシェア

※黄色マーカーは全体上位80％に含まれる値

漁業種類別
漁獲実績

５か年平均

H25-H29 H26-H30 H27-R1

3.9% 3.5% 3.1%

３か年平均

H25-H27 H26-H28 H27-H29 H28-H30 H29-R1

4.5% 3.9% 3.4% 3.0% 2.9%

２．関係地域の現状について 〜⼭⼝県（東シナ海）〜

(単位:ｔ)
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（単位:ｔ 農林水産統計より）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
⼩型底びき網 75 72 58 55 70 75 77
その他の刺網 86 91 77 46 35 23 18
その他の釣り 36 41 39 34 24 26 21
船びき網 27 29 34 16 26 26 26
⼤型定置網 10 10 12 11 12 10 13

その他のはえ縄 13 11 13 12 8 5 4
中・⼩型まき網 6 8 9 10 5 12 12
⼩型定置網 5 7 8 5 7 7 7

その他の網漁業 2 1 2 1 1 1 2
その他の漁業 0 2 2 1 0 0 0
ひき縄釣り - - x x x x x

※公表データのみ使用（xの内訳は使用していない）
数量管理以外の資源管理措置の内容
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
船びき網 その他の刺網 その他の釣り 中・小型まき網 小型底びき網
小型定置網 その他の漁業 ひき縄釣り 沿岸いか釣り その他の網漁業

 船びき網が９割以上を占め、春から初冬にかけて若齢魚主体に漁獲。

 その他、刺網、釣り、まき網、小型底びき網、小型定置網などで漁獲。

 養殖用種苗の採捕・販売を目的にした船びき網は、近年実施されていない。

 福岡県の漁獲量は安定して推移。

マダイを漁獲する漁業の特徴（大臣許可漁業を除く）

 資源管理計画による休漁日の設定および全長13cm以下の小型マダイ再放流。

 各種漁業種類での規制（例：船びき網の操業禁止海域の設定および１～４月（一部３月まで）の操業禁止）。

全体に占めるシェア

※黄色マーカーは全体上位80％に含まれる値

数量管理以外の資源管理措置の内容

漁業種類別
漁獲実績

５か年平均

H25-H29 H26-H30 H27-R1

27.7% 28.6% 28.9%

３か年平均

H25-H27 H26-H28 H27-H29 H28-H30 H29-R1

27.6% 29.3% 28.4% 28.2% 28.5%

２．関係地域の現状について 〜福岡県（東シナ海）〜

(単位:ｔ)
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（単位:ｔ 農林水産統計より）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
船びき網 1,202 1,564 1,690 1,686 1,469 1,700 1,843

その他の刺網 40 31 32 29 29 41 27
その他の釣り 21 23 26 26 33 46 44
中・⼩型まき網 6 26 14 34 19 7 38
⼩型底びき網 12 12 13 13 14 16 15
⼩型定置網 x x 8 10 7 8 7
その他の漁業 2 2 2 2 1 1 2
ひき縄釣り 1 1 1 1 1 2 2
沿岸いか釣り 0 0 0 2 1 0 0
その他の網漁業 0 1 x x x x x
その他のはえ縄 x x x x x x x

※公表データのみ使用（xの内訳は使用していない）



 ここ数年は、８～９割が船びき網（ごち網）で漁獲。

 船びき網（ごち網）では、４月～12月に漁獲され、盛期は４月～６月。他魚種との混獲。近年、漁獲量は安定している
と認識。

 釣りによる漁獲量は減少傾向。マダイの単価が低迷しているため、漁獲努力量が低下していると認識。

マダイを漁獲する漁業の特徴（大臣許可漁業を除く）

 サイズ規制（15cm未満の再放流）、ごち網の操業禁止期間の設定。

 資源管理計画による網目規制、休漁日の設定。

全体に占めるシェア

※黄色マーカーは全体上位80％に含まれる値

数量管理以外の資源管理措置の内容

漁業種類別
漁獲実績

５か年平均

H25-H29 H26-H30 H27-R1

2.6% 2.5% 2.7%

３か年平均

H25-H27 H26-H28 H27-H29 H28-H30 H29-R1

2.8% 2.5% 2.3% 2.4% 3.0%

２．関係地域の現状について 〜佐賀県〜

(単位:ｔ)
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（単位:ｔ 農林水産統計より）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
船びき網 113 125 107 109 110 141 250

その他の釣り 49 32 25 22 18 15 13
⼩型定置網 4 6 2 4 2 2 3
⼩型底びき網 2 2 1 2 2 3 2
その他のはえ縄 x x 5 x x x 4
その他の刺網 2 2 1 1 1 1 1
⼤型定置網 x x x x x x x
ひき縄釣り - 0 0 0 0 0 x
その他の漁業 0 0 0 0 0 0 0
その他の網漁業 - 0 - 0 0 0 0
中・⼩型まき網 x x - - - - -
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
船びき網 その他の釣り 小型定置網 小型底びき網 その他のはえ縄 その他の刺網

※公表データのみ使用（xの内訳は使用していない）
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
船びき網 その他の釣り その他の刺網 その他のはえ縄 小型定置網
大型定置網 中・小型まき網 小型底びき網 その他の漁業 ひき縄釣り

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
船びき網 612 682 869 839 1,016 1,021 1,129

その他の釣り 259 338 351 353 286 266 252
その他の刺網 237 185 191 202 177 160 130
その他のはえ縄 118 135 168 137 128 130 126
⼩型定置網 42 42 56 59 56 54 52
⼤型定置網 38 37 42 46 48 46 52

中・⼩型まき網 0 0 22 26 72 144 35
⼩型底びき網 19 20 15 24 25 27 34
その他の漁業 3 3 4 2 4 3 6
ひき縄釣り 1 1 3 2 1 1 2
さんま棒受網 - x x x x x x

沿岸まぐろはえ縄 - x x x x x -
その他の網漁業 0 0 0 0 0 0 0

 約５割が船びき網（ごち網）、約１割が釣りで漁獲されるが、その他にも専獲、非専獲に関らず、刺網、定置網、小型
底びき網等の多種多様な漁法により漁獲され、関係する漁業者は多岐にわたる。

 船びき網（ごち網）では、３～５月が盛漁期であり、その漁獲では３歳以下の若齢魚が大部分を占める。

 漁獲されたマダイは主に鮮魚で出荷されるが、活魚や加工向けとしても国内各地に出荷される。

マダイを漁獲する漁業の特徴（大臣許可漁業を除く）

 資源管理計画に基づく休漁や、種苗放流等の自主的な資源管理措置を実施。

全体に占めるシェア

※黄色マーカーは全体上位80％に含まれる値

数量管理以外の資源管理措置の内容

漁業種類別
漁獲実績

５か年平均

H25-H29 H26-H30 H27-R1

26.4% 27.2% 27.8%

３か年平均

H25-H27 H26-H28 H27-H29 H28-H30 H29-R1

25.4% 26.2% 28.0% 28.1% 28.2%

２．関係地域の現状について 〜⻑崎県〜

(単位:ｔ)

9

（単位:ｔ 農林水産統計より）

※公表データのみ使用（xの内訳は使用していない）
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
その他のはえ縄 小型底びき網 その他の釣り 船びき網 その他の刺網
小型定置網 中・小型まき網 その他の網漁業 その他の漁業

 その他のはえ縄で約３割、小型底びき網で約３割、その他の釣りで約２割を漁獲。

 多種多様な漁業種類により周年操業が行われている。また、熊本県の特徴として小規模な漁家が多く、登録漁船の
うち５トン未満のものが94%と小型漁船の占める割合が非常に高い。

 近年の漁獲量は700t前後で推移しており、概ね安定している。

 熊本県では、960千尾前後の種苗放流を毎年実施している。

マダイを漁獲する漁業の特徴（大臣許可漁業を除く）

資源管理計画により、船びき網（吾知網）、刺網漁業において概ね月１～３回の休漁を実施。

委員会指示により全長15cm以下のマダイの採捕を禁止。

全体に占めるシェア

※黄色マーカーは全体上位80％に含まれる値

数量管理以外の資源管理措置の内容

漁業種類別
漁獲実績

５か年平均

H25-H29 H26-H30 H27-R1

11.4% 10.7% 10.3%

３か年平均

H25-H27 H26-H28 H27-H29 H28-H30 H29-R1

12.2% 11.2% 10.5% 10.2% 10.0%

２．関係地域の現状について 〜熊本県〜

(単位:ｔ)
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（単位:ｔ 農林水産統計より）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
その他のはえ縄 269 261 204 207 176 178 173
⼩型底びき網 230 204 201 190 196 207 215
その他の釣り 138 123 125 148 135 148 144
船びき網 46 51 46 46 36 49 59

その他の刺網 42 38 46 40 36 34 34
⼩型定置網 21 26 23 23 21 28 31

中・⼩型まき網 0 0 11 4 0 0 2
その他の網漁業 0 2 1 6 3 2 2
その他の漁業 2 2 2 2 1 2 2
⼤型定置網 x x x x x x x
ひき縄釣り 0 0 x x x x -

沿岸まぐろはえ縄 x - - - - - -

※公表データのみ使用（xの内訳は使用していない）
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600

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
船びき網 その他の釣り その他の刺網 大型定置網 中・小型まき網 小型定置網

その他のはえ縄 小型底びき網 その他の漁業 ひき縄釣り その他の網漁業

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
船びき網 260 265 296 248 280 236 290

その他の釣り 162 157 146 164 156 169 172
その他の刺網 52 54 50 52 48 51 59
⼤型定置網 16 35 52 37 60 35 29

中・⼩型まき網 19 10 18 58 51 41 10
⼩型定置網 15 21 30 25 30 25 25

その他のはえ縄 12 15 x 13 13 12 18
⼩型底びき網 4 3 2 4 4 2 2
その他の漁業 1 6 3 2 2 1 1
ひき縄釣り 0 0 0 1 5 2 1

その他の網漁業 0 0 0 0 0 2 0
沿岸まぐろはえ縄 x x x x x x x

 漁獲の約４～５割が船びき網、約２～３割が一本釣り。

 年間を通して漁獲があるが、特に４～６月に多く漁獲される。

 漁獲の主体は、１、２歳魚。

 例年100万尾程度の種苗放流を実施しているが、近年の放流魚混獲率は１％前後と低い水準となっている。

マダイを漁獲する漁業の特徴（大臣許可漁業を除く）

 資源管理計画に基づく休漁等の措置。

 船びき網漁業の許可内容による漁獲制限の措置。

 漁業調整委員会指示に基づく採捕制限の措置。（全長13ｃｍ以下の採捕禁止。鹿児島海区の一部及び熊毛海区）

全体に占めるシェア

※黄色マーカーは全体上位80％に含まれる値

漁業種類別
漁獲実績

５か年平均

H25-H29 H26-H30 H27-R1

9.8% 9.6% 9.5%

３か年平均

H25-H27 H26-H28 H27-H29 H28-H30 H29-R1

9.7% 9.6% 10.0% 9.6% 9.4%

２．関係地域の現状について 〜⿅児島県〜

(単位:ｔ)
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（単位:ｔ 農林水産統計より）

※公表データのみ使用（xの内訳は使用していない）
数量管理以外の資源管理措置の内容



 資源評価・資源管理
 資源評価結果（神戸プロット、将来予測）に疑問がある。現状、漁獲量、加入量は安定しているのにも関わらず、

目標親魚量の設定、将来予測は正しいのか。漁業者も減少しており、過漁獲という評価に疑問。また、劇的に資
源回復する予測は実現可能なのか。

 資源評価結果は現場の感覚と全く合わない。評価の基となるデータの収集や精度が十分でないのではないか。
研究者からも疑義が出ており、現場が納得できるデータを揃え、再度計算し、改めて評価結果を示すべき。

 資源評価結果に基づく資源管理を導入した場合、大幅に漁獲量を削減する必要があり、経営が成り立たない。

 漁業種類全般
 マダイはごち網漁業、底びき網漁業、定置網漁業、刺網漁業、延縄漁業、一本釣り漁業等多種多様な漁法により

漁獲され、厳しい漁獲規制となれば、多くの漁業者、漁協に影響を及ぼすため、丁寧な説明と十分な支援策が必
要。

 新型コロナウイルスの影響を受け、魚価の低迷によりマダイの操業を控える漁業者もいる。
 各地域で種苗放流に取り組んでおり、加入量が下支えされていると考えられる。
 市場価値が高いのは１～２kgサイズ（３～５歳）。資源評価上の組成のとおり資源が利用されるとは限らない。

 ごち網漁業
 マダイを漁獲する主要な漁業の一つであり、漁獲制限となった場合、漁協経営にも大きな影響を与える。また、多

くの場合混獲となり、操業そのものを控えざるを得ない等支障が出ることを強く懸念。

 底びき網漁業
 狙った漁獲は限定的であり、多くの場合混獲となる。混獲による数量超過を避けるため、操業そのものを控えざる

を得ない等支障が出ることを強く懸念。

 定置網漁業、はえ縄漁業、一本釣り漁業、刺網漁業
 マダイは３月～６月、10月～12月が最盛期で漁業者の重要資源となっている。

３．本部会で議論する事項について
（１）全体に関する御意⾒（1/9）
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３．本部会で議論する事項について
（１）全体に関する御意⾒（2/9）

参考人からの御意見 御意見の内容

鳥取環境大学環境学
部環境学科 准教授

鳥取県におけるマダイは主に刺網、小型底びき網、一本釣り、定置網等の沿岸漁業で漁獲され、刺網での漁獲割合が高くなっ
ています。漁獲量は100～300トンであり、直近（2020 年）では120 トン、7,000 万円の水揚げとなっています。また、鳥取県では従
前よりサイズ規制（尾叉長13cm 以下を再放流）が実践されています。

2021 年12月24日付け水産庁資料（マダイ日本海西部・東シナ海系群資源評価結果簡易版資料）の内容ですが、一目では理解
出来ない内容です（現状、数十年続いている6,000 トン前後の漁獲量を2000 トン前後に落とすと、将来6,000 トンになるという理解
で間違いないでしょうか）。再生産関係では、親魚量12,000 トン前後で安定した加入量が得られているにも関わらず
（図４）、目標親魚量を39,300 トンに設定していますが（図５）、これは本当に実現可能な数値なのでしょうか。また、親魚量の底上
げを図るのであれば、若齢魚の漁獲を抑える方が効率的と考えますが、本当に総量規制でこの目標が達成できるのか疑問が残
ります（図７の補足説明文には平均的な年齢組成での漁獲量の予測と記述されています）。

仮に、当該資料提案の値を達成しようと思うと、禁漁、休漁などかなり厳しい管理措置を講じなければ達成できないと思われま
すが、具体的にどのような措置を考えておられるのか、聞かせていただきたく思います。単に数値の提示だけでは、誰も理解出来
ないと思われます。

13

 県別・魚種別・漁業種類別統計
 少なくとも直近３年分について、農林水産省HPへ公表もしくは資源評価報告書へ掲載して欲しい。

 その他
 遊漁者、外国漁業なども一様に管理に取り組むべき。また、遊漁者や外国漁業の実態と影響についても把握に

努めてほしい。
 クロマグロでも苦労している遊漁の数量管理を、どのように導入するつもりなのか。
 機船船曳網漁業（シラス漁業）によって、マダイ幼魚がしばしば混獲されるが、数量管理の対象から外すのか否か。
 種苗放流を反映した漁獲枠を設定して欲しい。

 漁業経営の面も考慮して検討して欲しい。また、漁協経営、流通加工や小売り等事業者への影響も考慮すべき。
 スケジュールありきで数量管理の議論を打ち切ることのないようにして欲しい。



３．本部会で議論する事項について
（１）全体に関する御意⾒（3/9）

14

参考人からの御意見 御意見の内容

株式会社浜田あけぼ
の水産 取締役

マダイは底びき網漁業や定置漁業をはじめとする多種多様な沿岸漁業で漁獲される。釣漁業等の自由漁業による漁獲も多く、
非常に多くの漁業者が利用している水産資源である。

よって、ＴＡＣ管理を開始した場合に影響を受ける漁業者の数が非常に多いため、漁業者に対する事前説明も、これまでTAC 
管理の導入について議論されてきた他の魚種よりも慎重且つ丁寧に実施する必要がある。

さらに、当該資源は種苗生産・養殖技術が確立しており、毎年全国で漁獲量を超える量の養殖魚が収穫されている。安定した
養殖生産の影響による単価の下落に伴い、当該資源の漁家経営上の魅力が低下し、漁業者による当該資源を狙った操業の減
少が指摘されている。養殖魚により需要の多くをカバーできる当該資源については、ＭＳＹをベースとしたＴＡＣ管理を導入する必
要性があるのかを議論する必要があるのではないか。

また、当該資源については過去40年以上の長きにわたり漁獲量が5,000～7,000 トンの範囲で安定して推移している。これまで
漁業者が取組んできた自主的資源管理措置が継続され、現状の漁獲圧力が維持されれば今後も資源量・漁獲量は安定して推
移するのではないかと考えるのが自然ではなかろうか。現在示されている資源評価結果は現場漁業者の感覚と大きく乖離してい
ると感じている。そのような状況下で漁業者に新たな負担を強いる管理を導入しようとするのであれば、その理由を明示し、そうす
ることによりどのような効果が期待でき、漁業者にどれだけメリットがあるのかを説明し、漁業者の理解を得た上で進める必要が
ある。

当該資源は遊漁者による資源利用がかなりあることが予想されるが、その利用実態は明らかになっていない。漁業者に対して
TAC 管理を導入する場合は、同じ資源を利用するものとして、並行して遊漁者に対する制限等を検討すべきである。

マダイは代表的な栽培漁業対象種であり、種苗放流により加入量が下支えされていると考えられる。そのため、TAC 設定に際
しては、他の魚種とは異なり、近年の漁獲実績（漁獲シェア）に加えて種苗放流の有無や放流量の多寡を勘案（様式１：参考人に
よる事前意見書）して各都道府県に配分することができないかを検討すべきと考える。

糸島漁業協同組合
代表監事

我々漁業者は、小型魚の放流や休漁日の設定に取り組んできました。マダイ資源は長年維持されてきたと思います。今後も、
資源管理協定を定め、資源管理に取り組むことはよいことだと思います。

しかし、今回の評価結果は、現場の感覚とまったく一致しません。漁獲量をそのまま単純に資源量とするのは、魚の生息域、漁
場利用の実態、漁獲効率など多様な実態をまったく考慮していないので、実際の資源状態を反映していないと思います。

そのような資源評価による管理は、本当の意味で資源管理になるのか疑問です。大幅に漁獲量を減らせばマダイは増えるかも
しれませんが、漁業経営が成り立たないような管理では意味がないと思います。したがって、資源評価結果に無理に合わせるの
ではなく、実際に実行可能な柔軟な管理を行うべきだと思います。

どうしても厳しい管理を行うというのであれば、十分な経営支援策が必要だと思います。また、少ない漁獲量を多様な漁業種類、
多くの漁船に配分して管理するのは非常に困難だと思いますので、管理調整のしくみづくりについても国が責任を持って指導して
いただきたいと思います。



参考人からの御意見 御意見の内容

糸島漁業協同組合岐
志新町地区 運営委
員

資源管理は必要であり、その重要性は理解しています。これまでも、小型魚の放流や休漁日の設定に取り組んできました。今
後も、資源管理には引き続き取り組んでいきたいと思います。

今回、ＭＳＹ達成には、漁獲量の大幅削減が必要との資源評価がなされていますが、この評価結果は到底納得できません。評
価に必要なデータが十分ではなく、精度に問題があると思います。また、マダイは過去35年間、資源が減ったとはまったく思えず、
漁師の実感ともかけ離れています。なぜ、このように急に厳しい管理が提案されたか、たいへん疑問です。

このような疑義のある評価に基づく管理に、漁業者の生活を預けるわけにはいきません。つきましては、資源評価の精度が上
がるまで（十分なデータが揃うまで）の間、暫定的に現場で実行性のある管理をすべきだと思います。その方が管理効果はあが
ると思います。

また、特に、漁業者に限らず、遊漁者、外国漁業なども一様に管理に取り組むべきだと思います。国においては、遊漁者や外国
漁業の実態と影響についても把握に努めていただきたいと思います。

佐賀県玄海栽培漁業
協会 技術顧問

神戸プロットでは乱獲状態にあるとの結果になっているが、ここ30年漁獲量、資源量ともにほぼ横ばいで推移しているように思
われる。

なお漁業者から聞くところによれば、マダイの単価が下がったため、別の魚種を狙うことから、漁獲強度が低下していることがう
かがわれ、このことが資源評価の結果に影響しているのではないか。

佐賀玄海漁業協同組
合 副組合長

近年、春先のシーズンを除くと、大量入網があまりなくなった。
４年ほど前から種苗放流を休止しているが、春先は沿岸域で稚魚が確認できるため、ある程度資源は存在する思っている。
また、漁業者の認識では、マダイは近年漁獲量が安定している魚種である。

新松浦漁業協同組合
ごち網業者会 世話長

新松浦漁協は長崎県北部に位置し、伊万里湾に浮かぶ旧福島漁協（昭和42年に福島大橋により、本土と架橋）旧鷹島阿翁漁
協（平成21年度鷹島肥前大橋により、本土と架橋）松浦市本土の旧松浦漁協、旧新星鹿漁協の４漁協が平成17年12月１日に合
併し誕生しました。湾口には黒島、青島、湾内には飛島等などの大小の島々があり、湾奥に福島、その奥に伊万里市があり、沿
岸漁業の生産基盤となる絶好の海域でもあります。湾内と外海との海水交換は津崎、青島、日比の３つの水道で行われ、伊万里
湾奥の佐賀県側から伊万里川、有田川、長崎県側から今福川、志佐川などの大小の河川水が流入する好漁場です。伊万里湾
内はマダイの産卵場所となっており、伊万里湾内で育ったマダイが、沖合で盛んに行われているごち網漁で漁獲されております。
ごち網漁は新松浦漁協の主要な産業の一つであり、ごち網の漁獲量の多寡は漁協経営にも大きな影響を与えます。

美津島町高浜漁業協

同組合 代表理事組
合長

私は、長年、対馬近海において、いか釣りで採捕した活スルメイカ（無い場合は冷凍スルメイカ）をエサとしてマダイやブリ等を対
象とした延縄漁業を行っています。特に３～12 月には、本資源（マダイ）を主な漁獲対象とした操業を行っており、当該地区の漁
業経営において本資源への依存度は高くなっています。

３．本部会で議論する事項について
（１）全体に関する御意⾒（4/9）
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参考人からの御意見 御意見の内容

天草漁業協同組合
代表理事組合長

マダイは遊漁者の人気が高い魚種であり、この影響は非常に大きいと考えられるため、資源管理を行う上では、遊漁者への漁
獲数量規制も必要と考える。

また、漁業者は既に採捕サイズ規制や種苗放流等の資源管理を行っている中で、遊漁者への数量規制を設けない資源管理案
は受け入れがたい。

国が示された資源評価の結果では、1986～2020 年の期間、常に過漁獲状態と評価されているが、本県のマダイ漁獲量は比較
的安定しており、かつ漁業者が減少傾向であることを勘案すると、過漁獲という評価は疑問である。

数量管理を行う場合、短期間で大量に漁獲するまき網と他の漁業種類は分けて管理すべきである。

一般社団法人全国底

曳網漁業連合会 会
長理事

沖合底びき網漁業では狙った漁獲は限定的であり、多くの場合混獲となることから、数量管理となった場合、混獲による数量超
過を避けるため、操業そのものを控えざるを得ない等支障が出ることを強く懸念。

このため、先ずは混獲種の数量管理を適切に運用するための具体的な方策を提示すると共に、当該資源を数量管理すること
の必然性について関係漁業者の理解を得た上で検討を進めることが重要かつ不可欠。

また、資源管理の推進に当たっては当該資源を利用する漁業関係者は等しく取り組むことが必要。
当該資源について沖合底びき網漁業における操業をみると、鳥取県、島根県、山口県の操業で混獲（それぞれの地区を基地と

する沖合底びき網の総漁獲量の0.3％、3％、7％、水揚げ金額の0.2％、5％、6％程度）として採捕されている実態。
また、当該資源の近年の漁獲量は5,800トン程度、我が国の総漁獲量の0.3％程度と極めて小さく、国として数量管理を行う必然

性について疑念。

３．本部会で議論する事項について
（１）全体に関する御意⾒（5/9）
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意見表明者の御意見 御意見の内容

福岡県漁業協同組合
連合会 代表理事会
長

資源管理の必要性、持続的な資源利用について、福岡県の漁業者はこれまでもしっかり取り組んできました。この考え方は、過
去も未来も変わりません。

今回、ＭＳＹを達成するには、漁獲量の大幅削減が必要との資源評価結果が出ていますが、福岡県では、自主的な資源管理に
取り組み、マダイ資源は過去数十年間にわたり安定しており、資源管理はうまくいっていると考えます。多くの漁業者が、そう実感
しています。そのような中、今回のような極端に厳しい資源管理が必要なのか、たいへん疑問に思っています。

現場感覚とも乖離した評価結果になってしまったのは、評価に必要なデータが十分揃っていないことによると思います。データ
が不足している中、研究機関の皆様にはご努力いただいたと思いますが、研究者からも評価精度への疑義の声が聞こえます。
十分なデータが揃った後、改めて新たな資源評価を提案していただく方がよいと考えます。もちろん、その間、暫定的な管理計画
を定め、資源管理に努めることは重要だと思います。

国は、我が国全体の漁業生産の８割をＴＡＣ管理するといった目標達成のために議論を進めるのではなく、漁業経営の面も考
慮して検討していく必要があると考えます。また、漁協経営、流通加工や小売り等事業者への影響も考慮すべきです。このような、
地域の生活や経済にも大きく影響する極端な管理にならないよう配慮しながら検討をお願いします。

資源管理は、漁業者の生活に直結する大きな問題です。ロードマップにも「新たな資源管理の推進に当たっては、関係する漁
業者の理解と協力を得たうえで進める。」と明記されています。締め切りありきで議論を打ち切ることのないようお願いします。

九十九島漁業協同組

合 専務理事

当地区では古くからごち網漁業にてマダイの漁獲を行い、その漁獲高は漁家経営を大きく左右する。このことから40年にも渡り
マダイの種苗放流を行い、さらに漁業者の協議により月２回の休漁日を設けている。
この様に資源保護を行いつつ事業継続に努めている。

五島ふくえ漁業協同
組合代表理事組合長

マダイは様々な漁法で年間を通して漁獲されることから、各漁業者の漁獲データを毎月集約できる漁協システムの構築が課題
になるものと思われる。員外者や不特定多数者の水揚げをどう管理するのか疑問である。又、今後、TAC管理になる対象魚種が
増える方針ということもあり、報告作業を簡略化できないか検討してもらいたい。

箱崎漁業協同組合
代表理事組合長

マダイは当地区の一本釣り・延縄漁業における漁獲対象魚種であり、漁業者の重要資源となっている。また、定置網漁業にお
いても、春先の通り鯛が入網する等、重要な漁獲資源である。

美津島町高浜漁業協

同組合 代表理事組
合長

当漁協では、延縄、１本釣り、イカ釣り漁業がさかんに営まれている。マダイの漁獲量は近年増加傾向であったが、新型コロナ
ウイルスの影響を受け、魚価の低迷によりマダイの操業を控える漁業者もいることで漁獲量は減少している。

当漁協では、長年マダイの種苗放流を行い、この取組により漁獲量も増加を図っている。
マダイは当漁協にとって重要な魚種であり、過度な漁獲制限を行った場合、漁業者の漁家経営に影響を与える為、国は漁業者

の意見を十分に聴き資源管理を行って頂きたい。

３．本部会で議論する事項について
（１）全体に関する御意⾒（6/9）
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意見表明者の御意見 御意見の内容

布津町漁業協同組合
代表理事組合長

当漁協において主にマダイを対象に営んでいるのは組合員によるごち網漁業であり、近年は50～70トンの水揚げである。今回、
対象となる水産資源は、マダイ日本海西部・東シナ海系群と大きな括りになっており、有明海の中の地先漁場のみを操業区域と
している漁業では、この中のごく一部の資源を利用しているものであり、資源管理の対象と考えている系群にどの程度の関与が
あるのか分からない。漁業者にも理解しやすいような説明をお願いする。

平戸市漁業協同組合
代表理事組合長

当漁協所属のごち網漁業については、11ヶ統が操業し、漁獲量約170トン、漁獲高74,000千円をあげ、１ヶ統あたり平均6,700千
円の水揚げがあります。大半がマダイによるものです。
マダイの漁獲制限が発布されれば当漁協の漁業者にとって、死活問題になるおそれがあります。

長崎県水産部 部長

本県では、マダイは船びき網（ごち網）漁業や、釣り漁業、刺網漁業、定置網漁業、小型底びき網漁業で漁獲されており、それら
の漁法のほとんどは免許漁業や県漁業調整規則に基づく知事許可漁業であり、本県は免許・許可庁として適切に漁業を管理す
る必要がある。

漁法別では、ごち網漁業で県内総生産量のおよそ５割を漁獲し、離島地区においてはマダイを季節的に専獲する延縄漁業者
がいる等、専獲、非専獲に関わらず多種多様な漁法で漁獲されている。

漁獲されたマダイは主に鮮魚で出荷される他、活魚や加工向けとして国内各地へ出荷されており、本県を代表する大変重要な
魚種である。

新松浦漁業協同組合
参事

新松浦漁協は長崎県北部に位置し、伊万里湾に浮かぶ旧福島漁協（昭和42年に福島大橋により、本土と架橋）旧鷹島阿翁漁
協（平成21年度鷹島肥前大橋により、本土と架橋）松浦市本土の旧松浦漁協、旧新星鹿漁協の４漁協が平成17年12月１日に合
併し誕生しました。湾口には黒島、青島、湾内には飛島等などの大小の島々があり、湾奥に福島、その奥に伊万里市があり、沿
岸漁業の生産基盤となる絶好の海域でもあります。湾内と外海との海水交換は津崎、青島、日比の３つの水道で行われ、伊万里
湾奥の佐賀県側から伊万里川、有田川、 長崎県側は今福川、志佐川などの大小の河川水が流入する好漁場です。
伊万里湾内はマダイの産卵場所となっており、伊万里湾内で育ったマダイが、沖合で盛んに行われているごち網漁で漁獲されて
おります。ごち網漁は当漁協の主要な産業の一つであり、ごち網の漁獲量の多寡は本漁協の経営にも大きな影響を与えます。

長崎県漁業協同組合
連合会 代表理事会
長

長崎県においてマダイは県下のあらゆる地域で、ごち網、刺網、定置網、一本釣り、延縄、底びき網等様々な漁法で漁獲されて
おり、全国有数の水揚げ地となっている。また、県下の浜においては漁業者や関係団体による種苗放流等、資源の維持への取
組みも行われている。もし厳しい漁獲制限等が課せられれば、県下漁業者全体へ大きな影響が及ぶことが懸念される。

志々伎漁業協同組合
代表理事組合長

志々伎漁協は長崎県平戸島の南端に位置し、宮の浦支所、紐差支所を有し、漁業経営体数525戸、漁船隻数399隻である。
志々伎漁協管内では、一本釣り、刺網、ごち網などの漁法で操業している。マダイは３月～６月、10月～12月が最盛期で組合員
の多くはマダイに依存している。特にごち網漁業はマダイ全体の6割から７割を占めており、マダイの資源管理の規制を強化する
ことは漁業者の漁家経営を圧迫することになり、漁協の経営にも多大な影響を及ぼすことになるため、漁獲規制の強化に対して
強く反対する。

３．本部会で議論する事項について
（１）全体に関する御意⾒（7/9）

18



意見表明者の御意見 御意見の内容

鹿児島島県商工労働

水産部水産振興課
技術専門員

主要浮魚類とは異なり、沿岸漁業が主体で遊漁対象としても人気の高い本種を数量管理の対象とすることは、著しい困難が予
想される。行政コストに見合った効果が期待できるか疑問。

市場外流通、相対取引、遊漁など、本種の資源利用・流通実態は地域によって多様かつ複雑であり、国が進める漁獲情報デジ
タル化によって短期間のうちに迅速・正確な漁獲情報収集体制が構築できるか疑問。

漁獲量上位種から順にTAC管理に移行していった場合、上記問題を抱える本種資源を無理にTAC対象とせずとも、「全体の８
割がTAC管理されている状態」は達成可能。

本種資源に与える遊漁のインパクトは無視できない（例えば、神奈川県における、漁業者による漁獲量より遊漁者による釣獲量
の方が多いとする報告（今井、1994、一色、2012）、鹿児島湾における、遊漁者による釣獲量は漁業者による漁獲量の約半分程
度とする報告（増田、2001）など）。クロマグロでも苦労している遊漁の数量管理を、どのように本種の数量管理に導入するつもり
なのか。

沿岸漁業の現場においては、機船船曳き網漁業（シラス漁業）によって、マダイの幼魚がしばしば混獲されるが、シラスをカタク
チイワシのTAC管理から切り離すのと同様、この混獲分も本種の数量管理の対象から外すのか？外すとなった場合、その他の
漁業種類に従事する沿岸漁業者の不公平感にどう応えるのか？含むとなった場合、海上投棄していた幼魚を持ち帰らせ、数量
報告を義務付けるのか？といった各種の課題がある。

今般示された資源評価結果、とりわけ将来予測は、資源生物学的にみて本当に正しいのか？自然死亡係数に島本（1999）を採
用しているが、日本海西部・東シナ海系群の自然死亡係数として瀬戸内海東部海域の知見を採用することの是非？

長野・片山（2015）は、1998年以降の日向灘産マダイの肥満度は、1989年以前と比較して低く、産卵期が2ヶ月早まり、成熟サイ
ズは50mm大きくなったと報告している。また、肥満度と水温の間に負の相関関係が認められ、高水温化により食物環境が悪化し
た結果、肥満度が低下し、産卵期や成熟サイズが変化したと推察している。過去30年間、本種資源量は概ね安定しており、漁獲
圧・漁獲量も安定しているが、1988/89年に発生したとされるレジームシフト以降、温暖期が継続していることから、資源はレジー
ムシフト以前の環境に比べて低い水準で安定しているものと推察される。このような環境下において、今般示された将来予測のと
おり、劇的に産卵親魚量が回復する見込みが本当にあるのか？

仮に将来予測通りに資源が回復したとして、MSY6,720トンの内訳は、約４割が７歳以上魚となっているが、市場価値が高いのは
１～２kgサイズ（３～５歳）であり、資源がこのような年齢組成になったからといってこの組成のとおり資源が利用されるとは限らな
い。

解析のベースとなる年齢分解に使用している成長式、あるいはAge-Length Keyは、どの時代のものを使用しているのか？上記
のとおり、成長・成熟等の生物学的特性は水温環境や餌料環境によって変化し得る。漁業者が、ほんの一時期であっても漁獲を
抑制しなければならないようなシナリオを提案するのであれば、現下の資源評価に相応しい生物情報を使用し、漁業者が納得で
きる評価結果を示す必要がある。

３．本部会で議論する事項について
（１）全体に関する御意⾒（8/9）
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意見表明者の御意見 御意見の内容

天草漁業協同組合
副組合長

栽培漁業対象種として、関係漁協、県、市町が予算化し共同放流しているため、種苗放流を反映した漁獲枠を設定していただ
きたい。

管理の基準となるMSYの算定に種苗放流の効果も反映すべきではないか。
遊漁による資源への影響が不透明な中で、漁業者だけによる資源管理を行っても効果がないと考えらるため、遊漁への数量規

制も検討していただきたい。

日本定置漁業協会

専務理事

県別・魚種別・漁業種類別統計は、現時点で農林水産省HPにより令和元年度しか公表されていない。TACがどの県でどの漁業
種類で設定されるのかを予測するためにも、少なくとも直近３年分については公表を行うよう要望する。農林水産省HPによる全
魚種の公表が間に合わない場合、せめて資源評価報告書には掲載して欲しい。

３．本部会で議論する事項について
（１）全体に関する御意⾒（9/9）
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参考人からの御意見 御意見の内容

鳥取環境大学環境学
部環境学科 准教授

鳥取県漁獲情報提供システムにより収集可能です。

株式会社浜田あけぼ
の水産 取締役

島根県においては漁協市場の販売情報を県に提供するシステムが構築されている。一方、遊漁に関する情報収集の仕組みはな
い。

３．（２）各論に関する御意⾒
①検討の対象となる⽔産資源の漁獲報告の収集体制の確認（1/3）
 現状の漁獲報告の収集体制
 【鳥取県】漁獲情報提供システムにより収集可能。
 【島根県】漁協市場の販売情報を県に提供するシステムが構築されている。
 【福岡県】スマート水産業推進事業を活用して収集体制を構築中。ただし、市場外流通も増えており、それを把握

する必要がある。
 【佐賀県】ほぼ漁協出荷のため、全体数量の把握が可能。
 【長崎県】漁協出荷分は把握できるが、市場外流通は把握していない。活魚は出荷時に重量を測らないため、把

握していない。
 【熊本県】多くは漁協が把握しているが、一部は漁業者が県外へ出荷するため、正確な漁獲量の把握は困難。

 その他
 遊漁に関する情報収集の仕組みがなく、把握する体制が必要。
 すべて重量を測るとなれば、作業効率が低下するため、効率が良い収集体制が必要。
 漁獲情報のデジタル化は必要であり、令和４年度以降も事業を継続して支援をお願いしたい。
 漁業者が自ら漁獲量を報告する必要があるが、全ての漁業者が定期的な漁獲報告をできるとは考えにくく、漁

協へ漁獲報告を委託することが最も確実な方法であるが、漁獲報告の委託をするか否かに関わらず、漁業者の
協力が不可欠であり、漁業者に漁獲報告義務に対する認識を深めることが最も重要なポイント。
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参考人からの御意見 御意見の内容

糸島漁業協同組合
代表監事

浜売りや直売といった漁協・市場を通らない販売形態が増えており、それらを把握する報告体制の整備が必要と考えます。
出荷単位もkg 単位のほか箱単位（大、中、小）と多岐に渡ります。漁獲量算出の基礎となる全国で統一した基準等はあるので

しょうか。

糸島漁業協同組合岐
志新町地区 運営委
員

新たな資源管理には、正確で素早い漁獲の報告が必要になります。その管理は誰がどのような方法で行うのでしょうか。管理
の枠組みだけ決めて、あとは現場に丸投げでは困ります。漁獲情報の収集に必要な体制づくり、管理経費の支援等についても検
討していただきたい。

佐賀県玄海栽培漁業
協会 技術顧問

本県の漁業者のほとんどが漁協への報告を行っているため、全体数量の把握が可能と聞いている。

佐賀玄海漁業協同組
合 副組合長

当漁協に所属する漁業者が漁獲するマダイは、ごち網が主体であり、ほぼ市場出荷（県内、県外）となっていることから、漁獲量
の把握は可能。

新松浦漁業協同組合
ごち網業者会 世話長

市場からの仕切り等が主。

天草漁業協同組合
代表理事組合長

漁獲量の大部分は漁協で把握しているが、一部の漁業者は他県の市場へ水揚げしており、正確な漁獲量の把握は困難と考え
れる。

全国底曳網漁業連合
会 会長理事

遊漁による漁獲も相当量見受けられるため、そういった数量を把握する体制が出来ているか疑念。

３．（２）各論に関する御意⾒
①検討の対象となる⽔産資源の漁獲報告の収集体制の確認（2/3）
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意見表明者の御意見 御意見の内容

福岡県漁業協同組合
連合会 代表理事会
長

漁業者や漁協の負担とならない漁獲報告の収集体制の整備が必要と考えます。あわせて、近年、浜売りや直売といった漁協や
市場を通らない販売形態が増えており、それらを正確かつ迅速に把握する報告体制の整備が必要です。また、出荷単位もkg単
位のほか箱単位（大、中、小）と多岐に渡るため、kg単位に変換する統一的な基準を決める必要があります。

漁獲情報のデジタル化については必要と考えますが、諸事情で国事業の活用が遅れています。令和４年度以降も事業を継続
して支援するようお願いします。

九十九島漁業協同組

合 専務理事
魚体の大小で箱売りや活魚による販売等があるので、漁獲報告の方法を整理しなければならない。

美津島町高浜漁業協

同組合 代表理事組
合長

マダイは活魚でも取扱うため、出荷時に重量を測らないので市場の仕切り書がきてから正確な漁獲高は把握する事となる。

布津町漁業協同組合
代表理事組合長

漁協に所属する組合員は、ほぼ漁協に水揚げするので量は把握できるが、直接販売されたものについては漁協では把握でき
ない。

長崎県水産部 部長

マダイ漁獲の特異性として、漁獲の多くを占めるごち網漁業では、３歳以下の漁獲が非常に多く、漁獲物の年齢組成が極端に
若齢に偏ることにより資源評価に強い影響を与えている可能性が高い一方で、高齢魚（４歳から10歳＋）については漁獲にあが
りにくいことから、漁獲データでは示すことができない産卵親魚が、実際にはかなり多く存在すると考えられる。
また、遊漁による採捕も相当量に及ぶと考えるが、その採捕実態がほとんど把握されていない。

新松浦漁業協同組合
参事

市場からの仕切り等が主です

長崎県漁業協同組合
連合会 代表理事会
長

基本は漁業者が自ら漁獲量を報告することとなっているが、全ての漁業者が定期的な漁獲報告をできるとは考えにくく、漁協へ
漁獲報告を委託することが最も確実な方法ではないかと考える。しかし、漁獲報告の委託をするか否かに関わらず、最終的には
個々の漁業者の協力が不可欠であり、漁業者に漁獲報告義務に対する認識を深めることが最も重要なポイントである。

志々伎漁業協同組合
代表理事組合長

何百種類もの魚種を取り扱うにあたり、現場での収集体制を変えるのは難しい。例えばすべての魚種のキロ数を計るとなれば、
作業効率が低下する。現在より効率が良い収集体制があれば、検討したい。

天草漁業協同組合
副組合長

水揚げの多くは漁協が把握しているが、一部は漁業者が県外へ出荷するため、正確な漁獲量の把握は困難。

３．（２）各論に関する御意⾒
①検討の対象となる⽔産資源の漁獲報告の収集体制の確認（3/3）

23



参考人からの御意見 御意見の内容

鳥取環境大学環境学
部環境学科 准教授

図５（管理基準値案と禁漁水準案）の親魚量と漁獲量の関係を見ると、平均親魚量10千トン付近より、平均漁獲量の増加が緩
やかとなっています。10千トンから39千トンの間は、親魚量を増やす効果が薄くなると解されますが、正しい解釈でしょうか。そうで
あれば親魚量の目標設定が厳しすぎる（非現実的）ように感じます。

３．（２）各論に関する御意⾒
②資源評価結果に基づく資源管理⽬標の導⼊に当たって考慮すべき事項（1/4）
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 考慮すべき事項
 外国漁船、遊漁者の漁獲実態や漁獲年齢データの偏りを把握し、資源評価に反映させる必要がある。
 漁獲量を単純に足し合わせた数値に基づく資源評価であれば、マダイの資源量を反映していないと思う。
 資源評価の目標管理基準値案が厳しすぎる。現実的に実現可能な目標となっているか疑問がある。
 ごち網漁業は幼稚魚や高齢魚を漁獲しないため、一定量生息していると推測しており、漁業種類、漁具による体

長、年齢等のデータの偏りを補完する調査を行い、資源評価に反映させる必要があるのではないか。
 水揚量減少が単純に資源の減少によるものばかりではなく、価格の下落等による漁業者自らの獲り控えも影響し

ていることも十分に考慮してもらいたい。
 親魚量、漁獲量が一定量維持できるＳＹによる将来予測を行って欲しい。
 海洋環境の変化により、親魚になる年齢、産卵期、産卵場等に変化しているのではないか。

 その他
 資源評価について十分に議論するために、資源評価で用いた漁獲情報や生物データの知見・文献をわかりやす

く説明したものを、資源評価ダイジェスト版に資料として付けて欲しい。
 ＡＢＣに基づくＴＡＣ管理を具体的にどう実施するかを研究し、提案すべき。特に底びき網漁業のような多魚種を同

時に漁獲するような漁業において、具体的にどのような管理手法があるかは喫緊の課題。
 クロマグロのように遊漁の漁獲が想定より多い場合、漁業者だけが管理を行っても結果が伴わないことが懸念さ

れることから、漁業者に限らず関係者全員で管理を行うべき。
 種苗放流等資源保護を行っている場合、配分数量に対し何らかの配慮をお願いしたい。
 目標設定の際にサイズごとに数量を設定する場合は、地元に残る伝統的な風習などについては一定の配慮をお

願いしたい。



参考人からの御意見 御意見の内容

株式会社浜田あけぼ
の水産 取締役

以前参考人が、全国水産試験場場長会長を務めていた際、水研機構の業務評価会議において、単に資源評価を行ってABC 
の推定を行うだけではなく、ＡＢＣに基づくＴＡＣ管理を具体的にどう実施するかを研究し、提案すべきであると申し上げた。特に、
底びき網漁業のような多魚種を同時に漁獲するような漁業において、具体的にどのような管理手法があるかは喫緊の課題であっ
たはずである。しかるに、現在そのような研究が進められ、その成果が発表されているということは寡聞にして参考人は存じ上げ
ない。島根県の沖底においては、アカムツの資源保護を行うため、機動的禁漁区（e-MPA）を実施している。これを実施するにあ
たっては、10年以上の詳細な漁獲データを蓄積し、シミュレーションによる管理方法の検討を行って、漁業者を説得、さらに、毎年
効果を評価しながら実施している。資源管理目標の設定にあたっては、単に数値を示して、漁業者にこれを守りなさいと強要する
だけでなく、どういう操業を行えば、それが実現できるか、という点まで踏み込んでいただきたい。さらに、本資源は遊漁者による
利用も多い。遊漁者の漁獲量に関する情報収集体制の構築も大きな課題である。

糸島漁業協同組合
代表監事

今回提案された目標管理基準値案が39,300tと1986年以降で経験したことがない極端に高い数値となっていますが、海の許容
量を考えると現実的に実現可能な目標となっているか疑問です。また現状の親魚量が目標管理基準値案を大幅に下回る結果と
なっていますが、漁業者は減少しているにもかかわらず、マダイの漁獲量は1980年以降安定して推移していること、旧評価（R２）
では資源は中位横ばいと評価されていること、実際に操業する中でも、福岡県地先のマダイの資源が減っている実感はないこと
から、今回の評価結果は現場感覚とかけ離れています。仮に、目標を達成した場合でも、漁獲対象でない７歳以上の高齢魚が増
え、漁獲対象である若齢魚の組成が減ると漁業者のメリットがありません。操業の実態に即した目標の設定が必要と考えます。

資源評価について、十分な議論を行うためにも、資源評価に採用された漁獲の情報（採用年、漁業種類など）や生物データの
知見・文献（何年のどの知見や文献を採用したのか）をわかりやすく説明したものを、資源評価ダイジェスト版に資料として付けて
もらいたいです。

ＭＳＹは現在の環境下において持続的に採捕可能な最大の漁獲量のことですが、今回の資源評価は、大事な環境条件を考慮
していないのではないでしょうか。環境変化やそれが生物に与える影響の検討がなされてないように思います。

Ｒ３年12月に国から公表された資源評価の内容について、2022 年の漁獲を１／３程度に抑えるシナリオが示されていますが、
これでは漁業経営は成り立たないため、漁業者は不安を抱えています。漁業経営や社会経済的な影響も考慮するなど、総合的
な視点から、国は責任をもって示すべきではないでしょうか。

福岡県のマダイ漁獲量の多くを占める吾智網漁業は、主に若齢魚を漁獲対象としており、幼稚魚や高齢魚を漁獲しないが、海
には幼稚魚や高齢魚は一定量生息していると推測しており、漁業種類、漁具による体長、年齢等のデータの偏りを補完する調査
の必要性があります。また、福岡県の漁業者は、公的な規制の他、小型魚の再放流などの自主的な資源管理を行っています。
実際に、吾智網漁業は１～４月（一部４月操業有）は休漁しており、統計上の漁獲量はこのような管理の上での数値であることか
ら、資源評価に反映させる必要があるのではないでしょうか。

今回の評価で用いている成熟年齢等の知見は、30年以上前の知見を用いていますが、長年操業する中で、近年水温上昇など
の環境変化を間近に感じており、成熟年齢等も変化しているものと考えられます。現状に沿った最新の科学データを用いて再評
価する必要があります。

３．（２）各論に関する御意⾒
②資源評価結果に基づく資源管理⽬標の導⼊に当たって考慮すべき事項（2/4）
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参考人からの御意見 御意見の内容

糸島漁業協同組合岐
志新町地区 運営委
員

そもそもの話として、今回の資源評価結果をそのまま管理に用いるべきではないと思います。
今回の資源評価では、漁獲量を単純に足し合わせた数値に基づき資源を評価したと聞いています。しかし、単純に漁獲量を足

し合わせた値では、海の中にいるマダイの資源量を反映していないと思います。例えば、私が従事している吾智網漁業は、沿岸
寄りの漁場を利用する割合が高いです。また、マダイは、沿岸の方が小型魚が多いと思います。そのようなことを加味せず、単純
に漁獲量を足し合わせると、実際のマダイのサイズ別割合よりも、小さいマダイの割合が高くなってしまうのではないでしょうか？
また、マダイを獲る漁業は、ごち網だけでなく、釣りやはえなわ、定置網など多様です。正確な数値はわかりませんが、吾智網漁
業と釣り、はえ縄漁業を比較すれば、吾智網漁業の方が漁獲率が高いだろうと思います。したがって、異なる漁業で獲られたマダ
イの漁獲量を単純に足し合わせた場合も、実際に海に棲んでいるマダイのサイズ別割合と異なってくると思います。このように、
今回の評価では、漁業実態を踏まえた検討を行う上で必要なデータが不足しているので、単純に漁獲量だけで資源評価すること
には無理があると思いますがいかがでしょうか？

分析に必要なデータが十分でない中で、無理な資源評価に基づく管理を行うべきではないと思います。まずは、暫定的に実行
可能な管理を実施しながら、正確なデータを収集する体制を整え、データが集まって信頼のおける評価ができるようになるまで、
我々は待ちたいと思っています。

日本海西部・東シナ海系群のマダイの生息域は、鹿児島から鳥取までとなっていますが、南北で水温が異なるので、産卵時期
や成長も少しずつ違ってくると思います。そこはどのように評価されているのでしょうか？

海の水温上昇により、30 年前に比べて地域によっては親魚になる年齢、産卵期、産卵場などが変わっていないのでしょうか？
そのことは資源評価に影響しないのでしょうか？

評価には外国漁船や遊漁者の漁獲が考慮されておらず、外国漁船、遊漁者の漁獲実態を把握し、資源評価に反映させる必要
があります。クロマグロのように遊漁の漁獲が想定より多い場合、漁業者だけが管理を行っても結果が伴わないことが懸念され
ることから、漁業者に限らず関係者全員で管理を行うべきであります。

佐賀県玄海栽培漁業
協会 技術顧問

資源管理目標はあくまでも本系群の資源量を最大とすることで設定されているものと認識している。一方、本資源に関しては、２
歳から３歳魚などが経済的に最も価値があるため、目標管理基準値の設定にあたっては、これら年齢魚の資源量を最大とする
何らかの方策も考慮すべきではないかと考えます。

天草漁業協同組合
代表理事組合長

資源評価結果では、1986～2020 年の期間、常に過漁獲状態と評価されているが、本県のマダイ漁獲量は比較的安定しており、
かつ漁業者が減少傾向であることを勘案すると、過漁獲という評価は疑問である。

資源評価には遊漁による採捕が勘案されていないため、親魚量を過小評価しているのではないか。

全国底曳網漁業連合
会 会長理事

当該魚種に関する神戸チャートはどう解釈するのが適当なのか、現在の漁獲強度と資源量はバランスが取れているのではない
か。また、MSY と年齢組成について見ると、マダイという魚の価値を全く考慮しておらず、理解に苦しむ。

３．（２）各論に関する御意⾒
②資源評価結果に基づく資源管理⽬標の導⼊に当たって考慮すべき事項（3/4）
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意見表明者の御意見 御意見の内容

福岡県漁業協同組合
連合会 代表理事会
長

資源評価結果をみると、現状の漁獲圧であれば、漁獲量、親魚量ともに一定量維持できるものと考えます。現状の漁獲圧を維
持することで、資源を維持できるのではないでしょうか？

親魚量、漁獲量が一定量維持できるＳＹ管理で、親魚量、漁獲量の将来予測表を作成して頂きたいです

九十九島漁業協同組

合 専務理事
当組合は長年に渡りマダイ種苗の放流を実施しおり、尚且つ休漁日を設け資源保護に努めている。このようにマダイの資源保

護策を講じている組合は漁獲数量制限の際、制限数量に対し何らかの緩和策をお願いしたい。

布津町漁業協同組合
代表理事組合長

地元では昔からの伝統で、正月用に小さいサイズの需要がある。目標設定の際にサイズごとに数量を設定する場合は、地元に
残る伝統的な風習などについては一定の配慮をお願いする。

長崎県水産部 部長 漁獲年齢データの偏りや遊漁による採捕を十分考慮した、より精度の高い資源評価が行われることが必要不可欠である。

長崎県漁業協同組合
連合会 代表理事会
長

マダイについては、近年は生活スタイルの変化や養殖魚の品質向上により、需要が減少傾向にあり、魚価そのもののが下がっ
ている。このため漁業者も、マダイの価格が下がる時期は漁獲対象魚種を変える等の対応を取っており、必ずしも「水揚げの減
少」イコール「資源の減少」の図式は成り立たない。にもかかわらず、漁獲量をもとに資源量が算出されており、資源評価そのも
のの信憑性に疑問を感じる。また、ここ数年マダイの水揚げは安定しており、資源の状況も良好であると推察され、漁獲制限等の
措置の必要性は感じられない。

資源評価においては、水揚量の減少が単純に資源の減少によるものばかりではなく、価格の下落等による漁業者自らの獲り控
えも影響していることも十分に考慮してもらいたい。

志々伎漁業協同組合
代表理事組合長

数量規則による操業停止等の措置は厳しい。高齢化が進む漁業で組合員の主力である一本釣りが規制されると、漁業者の生
活は不安定になる。

天草漁業協同組合
副組合長

資源評価の検討に用いたデータに不足がないか、特に遊漁の影響を考慮しなくてよいか、精査すべき。
遊漁の影響を考慮しないことで、資源管理基準が実態よりも厳しく設定された可能性がある場合は、早急に数量規制を導入す

べきではない。

３．（２）各論に関する御意⾒
②資源評価結果に基づく資源管理⽬標の導⼊に当たって考慮すべき事項（4/4）

27



参考人からの御意見 御意見の内容

鳥取環境大学環境学
部環境学科 准教授

シナリオ選択よりも、目標基準値の設定について、再検討の余地があると思います。

株式会社浜田あけぼ
の水産 取締役

当該資源については過去40 年以上の長きにわたり漁獲量が5,000～7,000 トンの範囲で安定して推移している。多くの漁業者
が安定した収入源として、漁業経営の柱のひとつとして計算に入れている魚種であると考えられるため、TAC管理を導入する場
合は、短期間に漁獲量が大きく増減するようなシナリオでは無く、中長期的に安定した漁獲可能量が設定されるシナリオを採択
すべきと考える。

糸島漁業協同組合
代表監事

（資源評価の精度が確保されている前提で）目標管理基準値を39,300ｔとした場合、2022 年の漁獲可能量は2,000ｔ弱と試算され
ています。仮に、福岡県のシェアを30％とすると、福岡への配分量は約600ｔ。福岡の漁獲は長年2,000ｔ弱で安定して推移してます
が、漁獲を30％以下に切り下げる必要があり、これでは漁業経営や生活が成り立ちません。漁業を廃業することになり、雇用の
維持やこれまで築いてきた流通経路もなくなってしまいます。このため、目標期間を10 年に固定せず必要に応じ延長したり、目標
管理基準値を漁獲対象である１～３歳魚の組成が一番増えるピークとするなど、漁業者の負担が著しく大きくならないような柔軟
な漁獲シナリオの検討が必要と考えます。また、漁業者のみならず漁協や市場の経営、地域産業などが成立する漁獲シナリオを
提案する必要があると考えます。

福岡のマダイの最盛期は4～７月であり、沿岸漁業の実態を考慮して管理年度等の管理方法を検討する必要があります。

３．（２）各論に関する御意⾒
③検討すべき漁獲シナリオの選択肢、漁獲シナリオを採択する際の注意事項（1/3）

28

 検討すべき漁獲シナリオの選択肢
 短期間に漁獲量が大きく増減するようなシナリオではなく、中長期的に安定した漁獲可能量が設定されるシナリオ

を採択すべき。
 ＴＡＣ管理を導入する場合、はじめは緩やかな管理にするなどの工夫が必要。
 目標期間を10 年に固定せず、必要に応じ延長したり、目標管理基準値を漁獲対象である１～３歳魚の組成が一

番増えるピークとするなど、漁業者の負担が著しく大きくならないような柔軟な漁獲シナリオの検討が必要。
 種苗放流を継続していく必要があり、種苗放流の効果を考慮した漁獲シナリオを検討してほしい。
 漁業者のみならず漁協や市場の経営、地域産業などが成立する漁獲シナリオを提案する必要がある。

 その他
 漁獲シナリオの前に資源評価の精度向上や、目標管理基準値を再検討すべき。
 漁獲シナリオの採択においては、遊漁による影響も踏まえた上で、慎重に議論すべき。
 漁業者が安定した生活が営まれるよう、「量より質」という考えが浸透するよう強く意見する。



参考人からの御意見 御意見の内容

糸島漁業協同組合岐
志新町地区 運営委
員

漁獲シナリオの選択、採択というのは、資源評価を前提にしたシナリオ選択という意味なのでしょうか？ それならば、そもそも精
度に疑いがあり、関係者の納得が得られない資源評価結果に基づいたシナリオは用いるべきではないと思います。資源評価結
果は、あくまで参考値としたうえで、休漁日の設定など実行可能な数値目標を定めて暫定的な管理を行い、その間、評価の精度
を上げるための調査をしっかり行うべきだと思います。その方が、管理効果も上がるのではないでしょうか。マダイの資源管理を
行う上で、漁業経営が安定し、継続できるよう、柔軟な管理方法を検討していただきたいです。

今回の資源評価のＭＳＹによる管理目標をそのまま用いた場合、福岡県内での漁獲配分消化の管理は非常に難しいと思いま
す。福岡県のマダイ漁獲は、吾智網漁業が占める割合が高く、釣り、はえ縄漁業等その他の漁業の割合は低いですが、吾智網
漁業以外の漁業は隻数が多く、操業期間も周年で特定できません。釣りやはえ縄漁業は、毎年一定時期にマダイを専門的に漁
獲するのではなく、マダイや他魚種の来遊をみながら、その時どきに対象魚種や漁法を選択しますので、一定の対象者へ過去の
実績を参考にしてあらかじめの漁獲量を配分することが極めて難しいのです。そのような調整には、留保枠を十分に取っておく
必要がありますが、現実は、マダイを専門的に獲る吾智網漁業が、そのような他の漁業の留保枠の分まで担う以外はないと思い
ます。吾智網漁業だけの漁獲量削減でも経営が厳しくなるのに、他の漁業の留保枠まで負担するのは余計に窮屈になってしまい
ます。

新松浦漁業協同組合
ごち網業者会 世話長

ごち網は新松浦漁協の主要な産業の一つであり、特に魚種ではマダイ類が５割の漁獲を占めており、私もごち網漁をして生計
を立てております。今回、新たにTAC 魚種にマダイの追加が検討されており、漁獲制限が出された場合、対象資源に深いかかわ
りを持つ、漁業者の首を締めることは間違いなく、マダイは新松浦漁協の漁獲高に占める割合も高いことから、新松浦漁協の経
営においても影響は計り知れないものとなりますので、行き過ぎた漁獲規制をとられないように強く要望します。

一方でこれまでも毎年、漁業者は種苗放流や藻場育成などを実施してきており、今後も資源管理は必要であると考えています。
このようなことから、私たち漁業者が安定した生活が営まれるよう、新松浦漁協においても活魚を主体に「量より質」という考えが
浸透するよう強く意見していこうと考えています。

天草漁業協同組合
代表理事組合長

目標管理基準値案（2032年に6,720トン）を達成するためには、2022年から漁獲量を半減させる試算になっている。今の資源評
価の出し方では、漁業者は納得できないと考えらえる。

漁獲シナリオの採択においては、遊漁による影響も踏まえた上で、慎重に議論すべき。

３．（２）各論に関する御意⾒
③検討すべき漁獲シナリオの選択肢、漁獲シナリオを採択する際の注意事項（2/3）
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意見表明者の御意見 御意見の内容

福岡県漁業協同組合
連合会 代表理事会
長

今回提出されたＭＳＹを基準にした10年後の目標管理基準値案では、2022年の漁獲量は現在の半分以下となりとても生活が
出来る水準ではありません。また、目標管理基準値も極端な値であり、現実的なものとは思えません。漁業の現状や経済面を考
慮し、極端な管理とならないよう配慮が必要と考えます。

九十九島漁業協同組

合 専務理事
放流種苗の扱いはどのようになるのか？

美津島町高浜漁業協

同組合 代表理事組
合長

クロマグロ資源管理のように漁獲制限が掛かった場合、マダイの再放流、操業自粛となるのか、また、他の方法で行うのか検討
してほしい。

種苗放流を継続していく必要があり、種苗放流の効果を考慮した漁獲シナリオを検討してほしい。

長崎県水産部 部長

本県のマダイの漁獲量は全国上位であり、季節的に専獲するごち網漁業や延縄漁業のほか、釣りや刺網、定置網など多種多
様な漁業種類で周年を通じて漁獲が行われるなど、多くの漁業者が依存する重要資源の一つであるため、日々漁業の現場でマ
ダイに向き合っている漁業者の意見を汲み取った資源評価並びに漁家経営に配慮した漁獲シナリオの導入が優先されるべきと
考える。

新松浦漁業協同組合
参事

ごち網は当漁協の主要な産業の一つであり、特に魚種ではマダイ類が５割の漁獲を占めており、参考人もごち網漁をして生計
を立てております。今回、新たにTAC魚種にマダイの追加が検討されており、漁獲制限が出された場合、対象資源に深いかかわ
りを持つ、漁業者の首を締めることは間違いなく、マダイは当漁協の漁獲高に占める割合も高いことから当漁協の経営において
も影響は計り知れないものとなりますので、行き過ぎた漁獲規制をとられないように強く要望します。

一方でこれまでも毎年、漁業者は種苗放流や藻場育成などを実施してきており、今後も資源管理は必要であると考えています。
このようなことから、私たち漁業者が安定した生活が営まれるよう、当漁協においても活魚を主体に「量より質」という考えが浸透
するよう強く意見していこうと考えています。

天草漁業協同組合
副組合長

急激な漁獲規制は漁業の衰退を招き、資源が回復したときには漁業者がいない、という状況になりかねない。
ＴＡＣ管理を導入する場合、はじめは緩やかな管理にするなどの工夫が必要。

３．（２）各論に関する御意⾒
③検討すべき漁獲シナリオの選択肢、漁獲シナリオを採択する際の注意事項（3/3）
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３．（２）各論に関する御意⾒
④数量管理を導⼊・実施する上での課題及びそれら課題への対応⽅向（1/6）

 課題
 マダイを対象とする漁業種類はかなり広いことから、個々の漁業種類に漁獲の割り当てを細かく設定し、管理する

ことは不可能。
 底びき網漁業は、魚種ごとにその漁獲量をコントロールすることは極めて困難であるため、選択的な放流技術の

開発や休漁補償等の影響緩和策とあわせて慎重に議論する必要がある。また、複数魚種をまとめて管理する、
複数年で管理する等操業停止になりにくい管理手法の検討が必要。

 ごち網漁業は、マダイが漁場に多くいることから、混獲してしまうため、マダイに制限がかかった場合でも、操業が
停止されることがないような管理が必要。

 定置網漁業は、入網したその他の魚種の割合も多い場合は、マダイのみの放流ができず、他魚種の水揚げも困
難となるため、混獲を認めて欲しい。

 現在の収入安定対策・積立ぷらす制度は、１年間の水揚額が、過去の水揚額の平均に対して一定レベル下回っ
た場合に発動するが、マダイの主漁期以外の水揚額も考慮されるため、マダイの資源管理に協力したことへの影
響緩和が限定的で、不公平と感じる。また、減収補填は漁期が終了した翌年になるため、漁期中に漁獲を抑制す
ることにより運転資金が足りなくなり、倒産、廃業のリスクが生じる。

 市場出荷、直売等の流通情報の集約、情報収集の簡易化、情報基準の統一が課題。国の支援が必要。
 漁獲物によって、箱扱い、キロ数扱い、活魚、鮮魚等単価もそれぞれ違うので、数量を把握するのが煩雑。
 漁協の零細化や漁業者の高齢化が進むなかで、広範囲かつ多様な漁業種類で漁獲されるマダイで漁獲量を迅

速かつ正確に把握することは、現場に多大な労力を強いることになる。

 対応方向
 加入変動が環境の影響を受けやすいため、親魚量の確保だけで翌年の加入量が担保されにくい魚種と考えられ

るため、こららの要素を勘案し、より現実的な管理施策を提示するべき。
 ＴＡＣ配分が少ない数量になる魚種については、これまで以上に柔軟な運用を要望する。
 急な漁獲の積み上がり等に対応できるよう、留保枠からの速やかな追加配分などの柔軟な対応が必要。
 管理年度をブロック分けするなど、より柔軟な対応が必要。
 漁業種類間で不公平にならないよう設定するべき。 31



参考人からの御意見 御意見の内容

鳥取環境大学環境学
部環境学科 准教授

マダイを対象とする漁業種類はかなり広いことから、個々の漁業種類に漁獲の割り当てを細かく設定し、管理することは不可能と
思われます。また生態的にも稚魚は漁港の中のような極沿岸域から水深80ｍ前後の沖合域にまで着底し、加入変動が環境の影響
を受けやすいため、親魚量の確保だけで翌年の加入量が担保されにくい魚種と考えられます。こららの要素を勘案し、より現実的な
管理施策を提示することを望みます。

株式会社浜田あけぼ
の水産 取締役

当該資源は底びき網漁業や定置漁業など多種多様な漁法で漁獲される水産資源である。底びき網漁業は特定の魚種を選択的に
狙って操業できる漁業種類ではなく、ひと網に複数の魚種が混然となって漁獲されるため、魚種ごとにその漁獲量をコントロールす
ることは極めて困難である。定置漁業はその漁法の特性上選択的に特定の魚種を漁獲することはできず、効果的に漁獲を抑制する
方法は、網の解放による放流か休漁の２種類しか無い。

よって、底びき網や定置網のように魚種ごとの漁獲量管理が困難な漁業種類の対象魚種をTAC 管理しようとする際は、選択的な
放流技術の開発や休漁補償等の影響緩和策とあわせて慎重に議論する必要がある。
仮にTAC 管理を導入しようとする場合は、１魚種のTAC 遵守のために操業そのものを休漁するような事態が発生することは漁業経
営上受け入れられるものではないため、複数魚種をまとめて管理する、複数年で管理する等操業停止になりにくい管理手法の検討
が必要であると考える。

糸島漁業協同組合
代表監事

新たなＴＡＣ魚種を検討するうえで、管理区分のＴＡＣ配分量が1,000 トンや数百トンなど、少ない数値になる魚種については、これ
まで以上に柔軟な運用を、要望します。

沿岸漁業の場合、遠洋漁業と異なり経営体が多い上、漁場が狭く、操業範囲や操業期間を公的規制で決められている漁業もあり、
漁模様は魚種の来遊に大きく左右されます。マダイにＴＡＣ管理を適用する場合は急な漁獲の積み上がり等に対応できるよう、留保
枠の速やかな追加配分などの柔軟な対応が必要と考えます。

漁獲制限をするにあたって、収入の減少による補償はどのような内容であるか、示してほしいです。
吾智網漁業は、ウマヅラハギなどのマダイ以外の魚種も狙って操業済ますが、マダイが漁場に多くいるため、どうしても混獲してし

まいます。マダイの漁獲に制限がかかる場合でも、操業自体が停止されることがないような管理が必要であります。

３．（２）各論に関する御意⾒
④数量管理を導⼊・実施する上での課題及びそれら課題への対応⽅向（2/6）
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 その他
 漁獲制限で減収になった場合の補償を考慮するとともに、補償内容を示してほしい。
 特定魚種に偏った漁獲制限を行った場合の他魚種への影響も考慮し、バランスの取れたTAC 設定が必要。
 精度の高い資源評価が行われることが必要不可欠であり、これら課題が解決され漁業者の十分な協力と理解が

得られた後に漁獲量管理が導入されるべき。



参考人からの御意見 御意見の内容

糸島漁業協同組合岐
志新町地区 運営委
員

漁獲制限で減収になった場合の補償を合わせて考慮して頂きたいです。
知事管理区分のクロマグロは、全国統一で４月から翌年３月までの管理年度の管理を行っていますが、本県海域には、２～３月

に来遊が集中するため、管理が非常に困難な状況である。魚群の来遊時期はブロックによって決まっていることから、管理年度
をブロック分けすれば、管理がし易い魚種もあると考えています。今後は、管理年度をブロック分けするなど、より柔軟な対応が必
要だと考えます。

福岡県のマダイ漁獲量の多くを占める吾智網漁業は、マダイに特化した漁業で、厳しい管理が必要となった場合、生活ができず、
廃業せざるを得ないなど、漁業経営が成り立ちません。また、他漁業種への転換は、マダイの漁獲に特化した船型、装備のため
多額の初期投資が必要なうえ、漁業調整の面からも困難です。

私が営んでいる一双吾智網漁業は操業期間が５月～12月で、１月から４月までは、一本釣漁業など別の種類の漁業を営んで
います。マダイの大幅な漁獲量削減で一双吾智網漁業の水揚げが激減すれば、１月から４月の別種漁業で少しでも取り戻そうと
がんばることになります。しかし、現在の収入安定対策・積立ぷらすは、１年間トータルの水揚げが、過去の水揚げの平均に対し
て一定レベル下回った場合に支援されるしくみです。一双吾智網漁業のマイナスを１月から４月の漁でカバーすればするほど、一
双吾智網漁業で払った犠牲に対する手当は減ってしまいます。それでは、一双吾智網漁業で痛みを伴って資源管理に協力した
のに、その痛みは自己負担で補いなさいということになりませんか？ まじめに働く人ほど支援が少なくなって「正直者がばかをみ
る」ことになると思います。また、一双吾智網漁業以外の漁業でがんばるほど、他の魚種の乱獲や、他の漁業者との競合も激しく
なると思います。このよう問題について対策は考えているのでしょうか？

水産庁は、積立ぷらすによる経営支援で対応してほしいと説明されますが、積立ぷらすの支援は、制度上漁期が終了した翌年
になります。大幅な漁獲量削減があれば、漁期中に運転資金が足りなくなり、倒産、廃業のリスクさえ生じます。また、漁協の販
売手数料の大幅減、流通、加工、小売業者の取扱高の減少による経営難、廃業があれば、資源が回復した後に売り先がなくなっ
てしまい、何のために管理したのかわからなくなってしまいます。経営支援策の検討にあたっては、このような課題を踏まえ、管理
期間中の資金対策についても検討をお願いします。

これだけ厳しく漁獲量を削減すれば、マダイの生息尾数は増えるかもしれません。しかし、資源管理が成功したとしても、私の経
験では生息尾数が多くなればエサや棲み場所が不足し、マダイは痩せて品質が著しく低下してしまうと思います。また、他の魚種
にも同様の影響が出るかもしれません。このような問題をどう考えているのでしょうか？

佐賀県玄海栽培漁業
協会 技術顧問

他の魚種同様、漁業種類間での不公平感がないようにすることが重要である。

３．（２）各論に関する御意⾒
④数量管理を導⼊・実施する上での課題及びそれら課題への対応⽅向（3/6）
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参考人からの御意見 御意見の内容

新松浦漁業協同組合
ごち網業者会 世話長

新松浦漁協においては、伊万里湾内で産卵したマダイが成長し沖合に移動しその沖合で盛んに行われているごち網漁でマダイ
をはじめとするタイ類が多く漁獲されている状況にあります。ごち網漁は新松浦漁協の主要な漁業であり、近年の水揚高は約４億
円、水揚量は1,000トン弱を推移しており、漁船漁業の全体水揚高の約４割を占めております。その中でも、タイ類が約505トンと水
揚量の半分以上を占めており、新松浦漁協においては、タイ類は大変重要な漁業資源であります。

美津島町高浜漁業協

同組合 代表理事組
合長

前述のとおり、私が所属する美津島町高浜漁協ではマダイへの依存度が高い操業形態となっていることから、資源管理の必要
性は認識していますが、早急な漁獲制限を行うこととなれば漁業経営に大きなダメージを与えることが想定されます。仮にマダイ
ＴＡＣが設定され、漁獲の積み上がりによって採捕制限がかかった場合、ブリ等の他魚種を対象とした延縄操業にも何らかの影
響が及ぶことがないかと懸念しています。また、延縄漁業のエサとしてTAC 対象種であるスルメイカを使用していますが、漁獲量
が激減しており、近年はエサの確保にも労力をかけている状況にあります。自然界は喰う・喰われるの関係で成り立っているため、
一部の特定魚種に偏った漁獲制限を行った場合の他魚種への影響も考慮し、バランスの取れたTAC 設定が必要だと考えます。

なお、マダイについては、漁業だけでなく遊漁による利用も多い魚種でありますので、クロマグロのようにＴＡＣ対象種になった後
に遊漁者の制限を追加するのではなく、ＴＡＣ設定など資源管理の導入に際しては、当初から遊漁者の参加が必要と考えます。

資源評価結果について、対馬の地先海面では大型マダイも多く、いか釣りなどでもマダイが採捕されるなど、自分たちの肌感覚
では資源状況が悪化しているとの実感はありません。

天草漁業協同組合
代表理事組合長

漁業種類によって漁獲量が異なるため、関係者間で不公平が生まれないように注意すべき。
例えば、特定の漁業種類だけで漁獲枠を消費しないよう、漁業種類ごとに漁獲枠を分ける等の工夫が必要。

全国底曳網漁業連合
会 会長理事

上記（１）のとおり。

３．（２）各論に関する御意⾒
④数量管理を導⼊・実施する上での課題及びそれら課題への対応⽅向（4/6）
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新松浦漁協の全体の水揚高
H30 年度 → 約33億円
R １年度 → 約35億円
R ２年度 → 約29億円

漁船漁業の水揚高の内ごち網の水揚高
H30 年度 → 約４億０千万円 36.0% 約954 トン
R １年度 → 約４億６千万円 46.0% 約987 トン
R ２年度 → 約３億９千万円 39.0% 約960 トン

ごち網漁業のR２年度水揚高の内タイ類水揚高の割合
R ２年度 → タイ類全体 ・約505.8 トン52.6%
R ２年度 → イトヨリダイ ・約241.7 トン25.1%
R ２年度 → イサキ類 ・約20.6 トン 2.1%
R ２年度 → カマス類 ・約18.0 トン 1.8%

タイ類全体を細かく分けると。
R ２年度 → マダイ ・約348.6 トン36.3%
R ２年度 → チコダイ ・約132.5 トン13.8%
R ２年度 → レンコダイ ・約 24.7 トン 2.5%



３．（２）各論に関する御意⾒
④数量管理を導⼊・実施する上での課題及びそれら課題への対応⽅向（5/6）
意見表明者の御意見 御意見の内容

福岡県漁業協同組合
連合会 代表理事会
長

漁獲量を把握する上で、市場出荷、直売等の多岐にわたる流通情報の集約又、情報収集の簡易化、情報基準の統一等が課
題と考えます。デジタル化と併せて国の支援が必要と考えます。

漁獲実績から、大きく切り下げた漁獲可能量が配分された場合、漁業種間の漁獲可能量の配分調整が非常に困難と思われま
す。このような場合の、配分調整の基準を示していただきたい。

九十九島漁業協同組

合 専務理事

マダイの漁獲期は３月から５月が最も多いが、広く回遊していることからＴＡＣが設定されて他地域が豊漁だった場合に当地区で
の漁獲機会が制限される恐れがあることが危惧される。

大量に漁獲する漁業種類と小型漁船による沿岸漁業者の区別が必要。
遊漁者の漁獲管理はどのように行うのか？

箱崎漁業協同組合
代表理事組合長

漁獲規制がかかれば漁業収入に影響が出るばかりか、定置網においては、特定魚種の入網を選択回避することが困難なため、
再放流などの作業により操業そのものに支障をきたすことが懸念されることから、過度の漁獲制限とならないことを要望する。

美津島町高浜漁業協

同組合 代表理事組
合長

混獲の考え方はどのようになるのか。

布津町漁業協同組合
代表理事組合長

自然の環境に大きく左右される漁業であるので、年によっては漁獲量に大きく幅が出ることが考えられる。このような時にも対応
できるように、数年単位での管理など考えてもらいたい。

長崎県水産部 部長
数量管理を円滑に導入する上では、漁獲年齢データの偏りや遊漁による採捕を十分考慮した、より精度の高い資源評価が行

われることが必要不可欠であり、これら課題が解決され漁業者の十分な協力と理解が得られた後に漁獲量管理が導入されるべ
きである。
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３．（２）各論に関する御意⾒
④数量管理を導⼊・実施する上での課題及びそれら課題への対応⽅向（6/6）
意見表明者の御意見 御意見の内容

新松浦漁業協同組合
参事

当漁協においては、伊万里湾内で産卵したマダイが成長し沖合に移動しその沖合で盛んに行われているごち網漁でマダイをは
じめとするタイ類が多く漁獲されている状況にあります。ごち網漁は当漁協の主要な漁業であり、近年の水揚高は約４億円、水揚
量は1,000トン弱を推移しており、漁船漁業の全体水揚高の約４割を占めております。その中でも、タイ類が約505トンと水揚量の
半分以上を占めており、当漁協においては、タイ類は大変重要な漁業資源であります。

志々伎漁業協同組合
代表理事組合長

漁獲物によって、箱扱い、キロ数扱い、活魚、鮮魚等単価もそれぞれ違うので、数量を把握するのが煩雑となる。

天草漁業協同組合
副組合長

漁協の零細化や漁業者の高齢化が進むなかで、広範囲かつ多様な漁業種類で漁獲されるマダイで漁獲量を迅速かつ正確に
把握することは、現場に多大な労力を強いることになる。

日本定置漁業協会

専務理事

同系群については、複数の県で県別のTAC配分が行われる可能性がある。各県内での定置網の漁獲量比率はおおむね低い
ものの、県別のTACが上限に達するなど、マダイの漁獲制限が行われる場合、定置網でマダイが混獲した際に、マダイの水揚げ
が一切認められないとなると、箱網内の魚種構成としてマダイが大半である場合であれば逃がすことも可能であるが、その他の
魚種の割合も多い場合には、定置網の漁法特性から他の魚種の水揚げも困難になってしまう。そのような場合にはマダイの混獲
水揚げも認めるようにして欲しい。

新松浦漁協の全体の水揚高
H30年度 → 約33億円
R１年度 → 約35億円
R２年度 → 約29億円

漁船漁業の水揚高の内ごち網の水揚高
H30年度 → 約４億０千万円 36.0% 約954 トン
R１年度 → 約４億６千万円 46.0% 約987 トン
R２年度 → 約３億９千万円 39.0% 約960 トン

ごち網漁業のR２年度水揚高の内タイ類水揚高の割合
R２年度 → タイ類全体 ・約505.8 トン52.6%
R２年度 → イトヨリダイ ・約241.7 トン25.1%
R２年度 → イサキ類 ・約 20.6 トン 2.1%
R２年度 → カマス類 ・約 18.0 トン 1.8%

タイ類全体を細かく分けると。
R２年度 → マダイ ・約348.6 トン36.3%
R２年度 → チコダイ ・約132.5 トン13.8%
R２年度 → レンコダイ ・約 24.7 トン 2.5%

全体の水揚高の内漁船漁業の水揚高
H30年度 → 約11億円
R１年度 → 約10億円
R２年度 → 約10億円
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参考人からの御意見 御意見の内容

鳥取環境大学環境学
部環境学科 准教授

現状、尾叉長13cm以下の再放流と、資源管理計画に基づき公休日が設定されています。

株式会社浜田あけぼ
の水産 取締役

島根県内漁業者の多くが以下の取組を実施している
全長15cm以下の小型個体の放流、種苗放流、週１日以上の休漁日の設定

糸島漁業協同組合
代表監事、糸島漁業
協同組合岐志新町地
区 運営委員

市場休みの前日は、極力休漁にしています。
マダイの最小漁獲制限は、13ｃｍと定めています。
許可漁業である吾智網漁は、基本的に５月１日から12月31日（一部４月操業あり）までの漁業と定めています。

佐賀県玄海栽培漁業
協会 技術顧問

当県の資源管理の取組として、平成６年度に定めた資源管理計画を基に、体長15㎝未満魚の再放流や稚魚特別採捕の禁止
を行っており、これまでの普及啓発の結果、漁業者はきちんと理解し取り組んでいる。

佐賀玄海漁業協同組
合 副組合長

現在、当漁協に所属する船曳網漁業（ごち網漁業）において自主的休漁や袋網の目合い規制を実施している。今後も同様の取
組を実施する必要があると考えている。

３．（２）各論に関する御意⾒
⑤数量管理以外の資源管理措置の内容（体⻑制限、禁漁期間等）（1/3）
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 資源管理措置
 【鳥取県】尾叉長13cm以下の再放流、資源管理計画に基づく公休日。
 【島根県】全長15cm以下の小型個体の放流、種苗放流、週１日以上の休漁日
 【福岡県】13cm以下の再放流、休漁日の設定、ごち網漁業の操業は5月1日から12月31日まで（一部4月あり）
 【佐賀県】資源管理計画に基づく、全長15 ㎝未満魚の再放流や稚魚特別採捕の禁止。

ごち網漁業の自主的休漁や袋網の目合い規制。
 【長崎県】許可条件で操業区域、操業期間を制限。また、種苗放流や資源管理計画に基づく休漁日の設定。
 【熊本県】海区漁業調整委員会指示に基づく、全長15cm以下の採捕禁止（一部海域）、

県漁業調整規則に基づく全長５cm以下の採捕禁止（全海域）
 【全底連】６～８月中旬（地区により8 月末）までの禁漁、山口県地区において種苗放流。

 その他
 まき網等の漁具の規制、産卵期等に禁漁期間を設けるなど改善すべき。



参考人からの御意見 御意見の内容

新松浦漁業協同組合
ごち網業者会 世話長

新松浦漁協では、特にごち網において、鮮魚受け取りサイズを内規で取り決めており、大ダイは39㎝以上、マダイは25㎝以上、
チコ・やレンコは21㎝以上と決めています。
新松浦漁協のごち網漁業は長崎県知事から許可を受け、操業期間と区域の制限がある中で操業しています。

天草漁業協同組合
代表理事組合長

体長制限（海区漁業調整委員会指示：一部海域での15cm以下の採捕禁止）
（県漁業調整規則：県内全域での5cm以下の採捕禁止）

種苗放流

全国底曳網漁業連合
会 会長理事

６月～８月中旬（地区によっては8 月末）迄の間禁漁のほか、山口県地区において種苗放流を実施。

３．（２）各論に関する御意⾒
⑤数量管理以外の資源管理措置の内容（体⻑制限、禁漁期間等）（1/3）

【Ａ区域】 ３月１日～12月31日まで】操業期間と区域が許可
【Ｂ区域】 ９月１日～11月30日まで】 〃

【C 区域】 ３月１日～ ４月30日まで】操業期間と区域が許可
【C 区域】 ８月１日～12月31日まで】 〃
【休漁期間 １～２月 ２ヵ月間】

意見表明者の御意見 御意見の内容

福岡県漁業協同組合
連合会 代表理事会
長

休漁日の設定や体長制限（13㎝以下再放流）などの自主的な取組に加え、許可漁業であるごち網は、操業期間が基本的に５
月１日から12月31日（一部４月操業有）までと定められています。

美津島町高浜漁業協

同組合 代表理事組
合長

放流区域の禁漁設定

長崎県水産部 部長
マダイを採捕する漁業がさかんな地域では、種苗放流や資源管理計画に基づく休漁日の設定等の自主的な資源管理措置を実

施している。

新松浦漁業協同組合
参事

当漁協では、特にごち網において、鮮魚受け取りサイズを内規で取り決めており、大ダイは39㎝以上、マダイは25㎝以上、チコ・
やレンコは21㎝以上と決めています。
当漁協のごち網漁業は長崎県知事から許可を受け、操業期間と区域の制限がある中で操業しています。
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【A 区域】 ３月１日～12 月31日まで】操業期間と区域が許可
【B 区域】 ９月１日～11月30日まで】 〃

【C 区域】 ３月１日～ ４月30日まで】操業期間と区域が許可
【C 区域】 ８月１日～12月31日まで】 〃
【休漁期間 １～２月 ２ヵ月間】



３．（２）各論に関する御意⾒
⑤数量管理以外の資源管理措置の内容（体⻑制限、禁漁期間等）（3/3）
意見表明者の御意見 御意見の内容

長崎県漁業協同組合
連合会 代表理事会
長

現在、本県においては各地で種苗の放流等が行われており、一定の効果があるように感じられる。漁獲制限ばかりを強化する
のではなく、種苗放流も併せて検討した方が良いのではないか？

志々伎漁業協同組合
代表理事組合長

数量管理も必要であるが、まき網等の漁具の規制、産卵期等に禁漁期間を設けるなど改善すべきである。

天草漁業協同組合
副組合長

体長制限（海区漁業調整委員会指示：一部海域での15cm以下の採捕禁止）
（県漁業調整規則：県内全域での5cm以下の採捕禁止）

種苗放流
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参考人からの御意見 御意見の内容

鳥取環境大学環境学
部環境学科 准教授

鳥取県沖合底曳漁業協会（鳥取県漁業協同組合、田後漁業協同組合）、鳥取県資源管理実践協議会（鳥取県漁業協同組合、
田後漁業協同組合、赤碕町漁業協同組合、米子市漁業協同組合）、地元流通加工業者

株式会社浜田あけぼ
の水産 取締役

関係する漁業者（底びき網漁業者・定置漁業者・まき網漁業者・釣漁業者等）、流通業者

糸島漁業協同組合
代表監事、糸島漁業
協同組合岐志新町地
区 運営委員

一双、二双吾智網漁業、一本釣漁業、はえ縄漁業、小型定置網漁業
市場関係者、仲卸業者等

佐賀県玄海栽培漁業
協会 技術顧問

当県の漁獲量の多くはごち網であることから、当該漁業種類の関係地区には意見を聞くべきと考える。

天草漁業協同組合
代表理事組合長

県内全域の吾智網、はえ縄、一本釣漁業

全国底曳網漁業連合
会 会長理事

鳥取県、島根県、山口県における沖合底びき網漁業者は勿論のこと、当該資源は日本海西部、東シナ海の沿岸漁業
において多く利用されている資源であることから関係する漁業者、所属漁協、市場、流通関係者。

３．（２）各論に関する御意⾒
⑥予め意⾒を聞くべき地域、漁業種類、関係者等の検討（1/2）
 漁業種類・関係者等
 【鳥取県】鳥取県沖合底曳漁業協会（鳥取県漁業協同組合、田後漁業協同組合）鳥取県資源管理実践協議会

（鳥取県漁業協同組合、田後漁業協同組合、赤碕町漁業協同組合、米子市漁業協同組合）、地元流通
加工業者

 【島根県】底びき網漁業者・定置漁業者・まき網漁業者・釣漁業者等、流通業者
 【福岡県】一そう、二そうごち網漁業、一本釣漁業、はえ縄漁業、小型定置網漁業、市場関係者、仲卸業者等
 【佐賀県】ごち網漁業関係地区
 【長崎県】ごち網漁業、それ以外の漁法を営む者も含め、幅広い県内各地の漁業者。
 【熊本県】県内全域のごち網漁業、はえ縄漁業、一本釣漁業
 【全底連】鳥取県、島根県、山口県における沖合底びき網漁業者、長崎県における以西底びき網漁業者、日本海

西部、東シナ海の沿岸漁業において、関係する漁業者、所属漁協、市場、流通関係者。
 【日定置】長崎県の定置漁業者
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意見表明者の御意見 御意見の内容

福岡県漁業協同組合
連合会代表理事会長

一双、二双吾智網漁業、一本釣漁業、はえ縄漁業、小型定置網漁業
市場関係者、仲卸業者等

美津島町高浜漁業協

同組合 代表理事組
合長

対馬市内の全漁協・漁業者

長崎県水産部 部長
マダイは専獲しているごち網漁業で県内漁獲のおよそ５割、非専獲のその他多くの漁業種類で５割を占めているため、ごち網漁

業者はもとより、それ以外の漁法を営む者も含め、県内各地の漁業者から幅広く意見を聞く必要がある。

長崎県漁業協同組合
連合会代表理事会長

時期的にマダイを専獲する漁業種や地域の漁業者。漁獲に占めるマダイの割合の多い漁業者。

志々伎漁業協同組合
代表理事組合長

タイ等で生計を立てている組合員が多い。数量規制により操業規制されれば組合員の生計に大きく影響する。

天草漁業協同組合
副組合長

県内全域の吾智網、はえ縄、一本釣漁業

日本定置漁業協会

専務理事
長崎県の定置漁業者

３．（２）各論に関する御意⾒
⑥予め意⾒を聞くべき地域、漁業種類、関係者等の検討（2/2）
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参考人からの御意見 御意見の内容

鳥取環境大学環境学
部環境学科 准教授

単に数量を設定するという話だけでは、漁業者の理解を得られないと思われます。具体的にどのような対策を講じるのかを示す必
要があります。

株式会社浜田あけぼ
の水産 取締役

資源評価の精度、信頼性について（根拠となるデータセットの提示）外国漁船による漁獲の状況とその影響

３．（２）各論に関する御意⾒
⑦ステークホルダー会合で特に説明すべき重要事項（1/3）
 全体
 具体的な対策（影響緩和等）を示す必要がある。
 資料は、漁業者に分かり易いよう作成して欲しい。
 課題を整理し漁業者の理解を得た上でステークホルダー会合を開催すべきでは。
 ＳＨ会合資料は、余裕のあるスケジュールで事前に資料を公表したうえで、開催して欲しい。

 資源評価・資源管理
 資源評価の精度、信頼性。
 外国漁船や遊漁による漁獲の状況と資源評価への影響。
 以西底びき網漁業の漁獲量を資源評価ではどのように取り扱っているか。また、当該漁業の漁場のマダイ資源の

現状は。韓国沿岸の資源は我が国沿岸の資源に関係がないのか。
 漁業者側が検証するために必要なデータ（具体的には、解析に用いた年度ごと都道府県ごと漁業種類ごとサイズ

別漁獲量等）を開示して欲しい。
 マダイ瀬戸内海系群との評価方法の違い及びその理由について。
 資源評価結果がなぜ過漁獲と判断されたのか。親魚量を3倍以上まで引き上げることが本当に必要なのか。
 漁獲年齢データの偏りや遊漁による採捕を十分考慮した精度の高い資源評価に基づいた数量管理の必要性を

示して欲しい。

 その他
 機器導入事業、漁船リース事業では、ＫＰＩを5 年で10％以上向上する計画だが、漁獲制限と矛盾するのでは。
 漁獲管理をした場合、想定していた数量まで回復しなかった場合の措置について。
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参考人からの御意見 御意見の内容

糸島漁業協同組合
代表監事

R２年の韓国へのマダイの輸出量は約4,000ｔであり、マダイは韓国でも需要が大きい魚種と考えます。このため、韓国もまとまった
量を漁獲していると考えます。資源評価にはこのような外国船の漁獲量は、反映されているのでしょうか。諸外国の漁獲量はどのよ
うに把握して、資源量にどのような影響があるか伺いたいです。

機器導入事業、漁船リース事業では、ＫＰＩを５年で10％以上向上しないといけないが、漁獲制限と矛盾します。この件はどのように
考えていますか。

外国漁船や遊漁、兵庫県以東の日本海のマダイの漁獲状況、またその影響等。
ステークホルダー会合で用いる資料は、漁業者に分かり易いよう作成して頂きたいです。

糸島漁業協同組合岐
志新町地区 運営委
員

今回の資源評価において、結果が示されているだけで、具体的にどのようなデータを用いたかがわかりません。漁業者側で検証不
能な結果だけを示されて納得して下さいというのは進め方に問題があると思います。漁業者側が検証するために必要なデータ（具体
的には、解析に用いた年度ごと都道府県ごと漁業種類ごとサイズ別漁獲量等）を開示していただきたいと思います。

新たな資源管理に向けてのデータがまだまだ十分ではないと思うが、データが揃ってからではいけないのですか。
マダイ瀬戸内海系群との評価方法の違い及びその理由について説明が必要です。
外国漁船や遊漁、兵庫県以東の日本海におけるマダイの漁獲状況、またその影響はありますか。漁獲統計には、以西底びき網漁

業の漁獲量が含まれているのではないかと思います。以西底びき網の漁獲量を資源評価ではどのように取り扱っているか、説明を
お願いします。また、以西底びき網の漁場だった海域にいたマダイ資源は今どうなっているのでしょうか？ 我が国沿岸の資源には関
係しないのでしょうか？ また、中国など外国による漁獲はどうなっているのでしょうか？ 対馬から朝鮮半島にかけては浅い海域が連
続していますが、韓国沿岸の資源は、我が国沿岸の資源に関係ないのでしょうか？ これらの点についても説明をお願いします。

ステークホルダー会合で用いる資料は、漁業者に解りやすいよう作成していただきたい。

佐賀県玄海栽培漁業
協会 技術顧問

漁獲管理をした場合、想定していた数量まで回復しなかった場合の措置について

天草漁業協同組合
代表理事組合長

資源評価の結果がなぜ過漁獲と判断されたのか、分かりやすく説明していただきたい。
資源評価に遊漁が考慮されていないことを説明の上、漁業者のみの資源管理に意義があるのか議論する必要がある。

全国底曳網漁業連合
会 会長理事

上記（１）の課題を整理し漁業者の理解を得た上でステークホルダー会合を開催すべきでは。

３．（２）各論に関する御意⾒
⑦ステークホルダー会合で特に説明すべき重要事項（2/3）
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意見表明者の御意見 御意見の内容

福岡県漁業協同組合
連合会代表理事会長

ステークホルダー会合で用いる資料は、漁業者に分かり易いよう作成して頂きたいです。
また、ＳＨ会合の資料について、地区の漁業者間で十分な議論を行い、ＳＨ会合に参加できるよう、一定期間の余裕のあるスケ

ジュールで事前に資料を公表した上で、SH会合を開催していただきますようお願いいたします。

長崎県水産部 部長
漁業者が納得して資源管理に取り組めるよう、漁獲年齢データの偏りや遊漁による採捕を十分考慮した、精度の高い資源評価に

基づいた数量管理の必要性を示してほしい。

長崎県漁業協同組合
連合会 代表理事会
長

現状でもマダイは一定の水揚げを維持しており、相場次第では漁業者が獲り控えている状況である。親魚量を今の３倍以上
(39,300トン)まで引き上げることが本当に必要なのか説明してほしい。

天草漁業協同組合
副組合長

資源評価では過漁獲と判断されているが、実態として漁獲量は安定しており、今以上に漁獲圧が増加することは考えにくため、本
当に数量管理が必要か議論すべき。

３．（２）各論に関する御意⾒
⑦ステークホルダー会合で特に説明すべき重要事項（3/3）
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参考人からの御意見 御意見の内容

鳥取環境大学環境学
部環境学科 准教授

沖合底びき網漁業、小型底びき網漁業、刺網漁業、定置網漁業、釣り漁業（自由漁業）

株式会社浜田あけぼ
の水産 取締役

沖合底びき網漁業、福岡県、長崎県、熊本県、鹿児島県 等、遊漁者

糸島漁業協同組合
代表監事、糸島漁業
協同組合岐志新町地
区 運営委員

漁業者だけではなく遊漁者、レジャー船等も管理の対象とする必要があると考えます。

天草漁業協同組合
代表理事組合長

漁業種類はまき網、小型底びき網、はえ縄、釣り等。
遊漁による採捕も管理できないか検討していただきたい。

全国底曳網漁業連合
会 会長理事

資源を利用している漁業者間に不公平感が生じないようにすること。

３．（２）各論に関する御意⾒
➇管理対象とする範囲（⼤⾂管理区分、都道府県とその漁業種類）（1/2）
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 管理対象とする範囲
 沖合底びき網漁業、大中型まき網漁業、福岡県、長崎県、熊本県、鹿児島県 等、遊漁者、レジャー船等。
 【鳥取県】沖合底びき網漁業、小型底びき網漁業、刺網漁業、定置網漁業、釣り漁業（自由漁業）。
 【熊本県】まき網漁業、小型底びき網漁業、はえ縄漁業、釣り漁業等。

 その他
 資源を利用している漁業者間に不公平感が生じないようにすること。
 一本釣り（曳縄・延縄を含む）による漁業は、TAC管理の範囲から除外して欲しい。
 数量の設定、配分はどの様になるのか。
 マダイは沿岸域の多種多様な漁業種類で漁獲されていることから管理手法の導入・設定に非常な困難性を有し

ている。



意見表明者の御意見 御意見の内容

福岡県漁業協同組合
連合会代表理事会長

漁業者だけではなく遊漁者、レジャー船等も管理の対象とする必要性があると考えます。

五島ふくえ漁業協同
組合代表理事組合長

できれば、クロマグロも含めて、一本釣り（曳縄・延縄を含む）による漁業は、枠の設定（TAC管理）の範囲から除外して頂きたいと
いうのが、本心ではある。

美津島町高浜漁業協

同組合 代表理事組
合長

数量の設定、配分はどの様になるのか。

平戸市漁業協同組合
代表理事組合長

大臣管理区分 巻き網等

長崎県水産部 部長

中型まき網漁業の漁獲が９割以上を占める先行ＴＡＣ魚種である、まあじ、まさば及びごまさば等の漁獲実態とは大きく異なってお
り、先行ＴＡＣ魚種の操業形態と比較しても、マダイは沿岸域の多種多様な漁業種類で漁獲されていることから、漁獲制限を行う場
合にどのような漁業区分にするのか、漁獲が積みあがった場合の採捕制限をどのように行うのかなど、管理手法の導入・設定に非
常な困難性を有している。

天草漁業協同組合
副組合長

まき網、小型底びき網、はえ縄、釣り等。

３．（２）各論に関する御意⾒
➇管理対象とする範囲（⼤⾂管理区分、都道府県とその漁業種類）（2/2）
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参考人からの御意見 御意見の内容

鳥取環境大学環境学
部環境学科 准教授

私自身も、鳥取県の研究員としてマダイの資源評価に携わらせていただいた経験があります（その当時、鳥取県は西水研に年
齢別漁獲尾数を提出していました）。マダイは多様な漁法で漁獲されることから、月別の体長組成を出すのも難しいこと、さらには
age-length key が確立されたものがなく、年齢分解は個々の県に委ねられていました。この体制が変わっていない場合、評価精
度を向上させるために、現場レベルで改善すべき課題が多々あると考えられます。データの抽出方法や年齢分解の方法など、水
研、各府県担当者で、さらに詰めていくことも大切だと思います。

株式会社浜田あけぼ
の水産 取締役

神戸チャートでは、漁獲圧（F）は、1986 年～2020 年の期間を通して最大持続生産量（MSY）を実現する漁獲圧（Fmsy）を上回り、
親魚量は最大持続生産量を実現する親魚量（SBmsy）を下回った、と記載されているが、このような状態では本来資源量は減少
が続き、漁獲量も減るのが普通ではないか。しかし、最近30年間、漁獲量は比較的安定しているし、年齢組成も若齢化しているよ
うにも見えない。資源管理の目標が、将来的に親魚量を現在の３倍以上に増やすが、漁獲量は微増というのも理解しがたい。

糸島漁業協同組合
代表監事

漁獲制限となった際の漁業者への支援策（減収補償、魚価向上等）は考えているのですか。
漁業者の減少は資源評価にどのように反映されていますか。 47

３．本部会で議論する事項について
（３）そのほかの御意⾒（1/2）
 マダイは月別体長組成を出すことも難しく、age-length keyが確立されていないことから、評価精度を向上させるた

め、水研、各府県担当者の現場レベルで改善すべき課題が多々ある。

 神戸チャートでは、「漁獲圧（Ｆ）は、1986 年～2020 年の期間を通して最大持続生産量（ＭＳＹ）を実現する漁獲圧
（Ｆmsy）を上回り、親魚量は最大持続生産量を実現する親魚量（ＳＢmsy）を下回った」と記載されているが、この状態
では資源量は減少し、漁獲量も減少すると思うが、近年漁獲量は比較的安定し、年齢組成も若齢化しているようにも
見えない。また、親魚量を現在の３倍以上に増やす目標としているが、漁獲量は微増というのも理解しがたい。

 漁獲制限となった際の漁業者への支援策（減収補償、魚価向上等）は考えているのか。

 漁業者の減少は資源評価に反映しているのか。

 天然魚の制限により、養殖魚の需要が高まり、流通が置き換わることを危惧。

 数量管理導入による漁業者、漁協経営への影響は考えているのか。原油価格の高騰、資材等価格上昇により、漁
業経営は苦しい。

 ＭＳＹに基づく資源評価が、漁業者の理解と協力を得られない場合、漁獲努力量による管理など数量管理以外の管
理についても検討して欲しい。



意見表明者の御意見 御意見の内容

福岡県漁業協同組合
連合会 代表理事会
長

漁獲を大幅に切り下げることにより、これまで築いてきた天然マダイの流通が養殖マダイに置き換わるのではないでしょうか。
資源評価に遊漁船、諸外国の漁獲は反映されていますか。遊漁船の漁獲量は漁業者並みに多いと考えております。
今回の目標管理基準値、親魚を39,300ｔまで増やすことが現実的であると考えますか。食害や魚の質に与える影響は検討され

たのですか。

美津島町高浜漁業協

同組合 代表理事組
合長

資源管理を行う上で、クロマグロ資源管理のような厳しい取組状況になるのか、改善されるのか、また、マダイを狙わない他の
漁業に影響をしない様に考えるべきである。

平戸市漁業協同組合
代表理事組合長

沿岸の漁業者は、小規模経営がほとんどです。
大臣許可等の大規模な企業のみ漁獲制限が適当と思われます。

新松浦漁業協同組合
参事

原油価格の高騰に同調して資材等の価格も上がり、沿岸漁民は今も苦しい経営を強いられている中、いかに漁具を傷めずに
漁をするか。また、魚価の低迷がが続く中、夏場でも活魚で出荷できるよう工夫を凝らすなど、生活の安定に向けて漁業者は必
死に取り組んでいます。

志々伎漁業協同組合
代表理事組合長

数量管理をすると漁獲制限がかかる場合があり、その場合、漁家の生計に大きく影響することになるので、漁業者の生活を保
障してもらいたい。

参考人からの御意見 御意見の内容

糸島漁業協同組合岐
志新町地区 運営委
員

天然魚を制限することで、養殖魚の需要が高まり、既存の販売先等の減少につながります。
新たな資源管理による漁獲制限を行うことで、漁業では生活ができなくなるため、漁業者及び新規就業者（後継ぎ含む）の減少

につながります。魚を増やしても、漁業者が減ることになれば、何のための新たな資源管理なのか、もっと漁業者の方を向いた政
策を行っていただきたい。

漁獲規制となった場合、漁協経営にも影響が出てきます。漁協への考慮はどのように検討しているのですか。
ＭＳＹに基づく資源評価が、漁業者の理解と協力を得られない場合、漁獲努力量による管理など数量管理以外の管理について

も検討していただきたい。

新松浦漁業協同組合
ごち網業者会 世話長

原油価格の高騰に同調して資材等の価格も上がり、沿岸漁民は今も苦しい経営を強いられている中、いかに漁具を傷めずに
漁をするか。また、魚価の低迷がが続く中、夏場でも活魚で出荷できるよう工夫を凝らすなど、生活の安定に向けて漁業者は必
死に取り組んでいます。
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３．本部会で議論する事項について
（３）そのほかの御意⾒（2/2）



 漁獲等報告の収集について
 漁協、市場出荷については把握が可能だが、市場外流通や活魚、遊漁の数量把握に課題がある。

 資源評価について
 資源評価結果（神戸プロット、将来予測）に疑問。劇的に資源回復する予測は実現可能なのか。
 資源評価結果は現場の感覚と全く合わない。評価結果に基づく数量管理を導入すれば大幅に漁獲

量を削減する必要があり、経営が成り立たない。現場が納得できるデータを揃え、再度計算し、改
めて評価結果を示すべき。

 外国漁船や遊漁による漁獲の状況と資源評価への影響を示すべき。
 資源評価の精度、信頼性や他の系群との違いなどを説明すべき。検証可能なデータを開示すべき。

 資源管理について
 中長期的に安定した漁獲可能量が設定されるシナリオを採択すべき。はじめは緩やかな管理にす

るなどの工夫が必要。
 種苗放流が資源を下支えしており、種苗放流を反映した数量配分を行って欲しい。

 底びき網漁業、ごち網漁業、定置網漁業は、狙わずとも混獲があり、選択的な放流技術の開発や
休漁補償等の影響緩和策とあわせて慎重に議論する必要がある。また、操業停止になりにくい管
理手法の検討が必要。

 遊漁者、外国漁業なども一様に管理に取り組むべき。

 ＳＨ会合で特に説明すべき重要事項について
 マダイは多種多様な漁法により漁獲され、多くの漁業者、漁協が関係することから、丁寧な説明と

十分な支援策が必要。
 資料は漁業者に分かり易いよう作成し、開催前に余裕のあるスケジュールで資料を公表してほしい。

３．本部会で議論する事項について
（４）御意⾒や論点のまとめ（案）
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※検討部会における議論を踏まえ、
論点や意見は追加・修正される見込み



①
4

資源評価結果の公表 • 令和３（2021）年12月に公表

② 資源管理手法検討部会
• 令和４（2022）年４月に開催
• 参考人等からの意見や論点を整理

③
ステークホルダー会合
（資源管理方針に関する検討会）

• ②で整理された意見や論点を踏まえ、具体的な管理について議論
• 必要に応じ、複数回開催し、管理の方向性をとりまとめ

④ 資源管理基本方針の策定
• ③でとりまとめられた内容を基に、資源管理基本方針案を作成
• パブリックコメントを実施した後、水産政策審議会資源管理分科会へ

の諮問・答申を経て決定

⑤ 管理の開始

4．今後について
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本日はここ

新たな資源管理の検討プロセス


